
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

4601

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点に
向けた基盤
技術開発

このまま
推進す
べき

本施策は、光・量子ビー
ム科学技術という様々
な分野に共通する基盤
技術を飛躍的に発展さ
せるために、また関連
する重点科学技術分野
の諸問題を克服して新
たな展開へと導くために
も重要な位置づけにあ
る。優先順位を高くし
て、このまま推進すべき
重要な科学技術の施策
である。

本施策で目指している
光・量子ビーム科学で
の基盤技術開発は、将
来に乗り越えていくべき
重要なテーマで占めら
れており、この施策を貫
徹することで世界を先
導することができる。ま
た、今後の産業利用や
基礎科学への基盤技術
として大きな役割を果た
しうる。本施策は平成２
３年度には４年目に入
って、実機の製作ある
いは最終実験のための
準備を開始する時期に
ある。この時期での予
算削減は施策の実行や
成果において、小さくて
も大きな問題や影響を
引き起こす可能性が想
像される。

4602
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

省エネで環境にやさし
い照明の研究開発は絶
対に必要になると考え
られるので、是非ともす
すめて欲しい。

環境立国に日本はなる
べきであり、このような
省エネで環境にやさし
い照明が出来れば、日
本国内だけでなく世界
にリードできる。このよう
な技術開発には積極的
に投資をしていくべきで
ある。

4603

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究は日本の将来
を左右するものである。
その意味では、拡大す
ることはあっても縮小を
考えるべきではない。

日本の科学技術立国を
看板倒れにしないため
に、国家はもっと力を入
れるべきである。

4604

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

資源の乏しいわが国の
成長は人的資源の高度
化と産業界への供給に
大きく依存すると考える
ため、博士の育成は我
が国にとって不可欠で
あると考える。

真に国家が行うべき施
策であると考えるため。

大学・

世界最強の加速器であ
るBファクトリー加速器
（KEKB加速器）の高度
化を推し進め、新しい物

KEKB加速器の運転に
より、日本人研究者へ
のノーベル物理学賞受
賞へ導いたデータを得
た実績があり、また、こ
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4605

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

理法則の発見・解明に
日本が寄与すべきであ
る。また、KEKB加速器
の高度化のために、国
際協力が一段と促進さ
れ、また、若手研究者
の育成にも役立だつた
め、日本のみならず、人
類全体へ日本の科学技
術が貢献できる絶好の
機会であると考える。

の加速器の建設・運転
に携わった研究者が
KEKB加速器の高度化
へ参加するため、確実
な高度化が期待でき
る。さらに、外国人研究
者の受け入れや若手研
究者の参加にも実績が
あるため、国際協力の
拡大や若手研究者育成
の推進は比較的スムー
ズに行うことが出来る。

4606

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○ 基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する研究者が応募で
きるもので、研究者が
応募しやすい研究資金
である。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。

4607

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学者による公平な審
査がなされている現在
のシステムによって、効
率的に有意義な（応用
だけでなく基礎も含む）
科学の研究に対する研
究予算の配分が行われ
ている。財政難ではあ
るが、研究環境を少なく
とも現状維持し続ける
ためには安定した科学
研究費補助金の予算配
分が必須である。

研究は継続的になされ
るものであり、いったん
科学研究費補助金を含
む研究予算を大幅に減
らしてしまうと大学・研
究期間での研究環境に
非常に大きなダメージを
与えるものとなり、世界
の第一線から取り残さ
れてしまうばかりか、若
手研究者の育成にも影
響が出るため長期間に
わたって影響が残って
しまうと考えられる。

大学・
公的

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
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4608

研究
機関
（独
法・公
設試
等） 30～

39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する研究者が応募で
きるもので、研究者が
応募しやすい研究資金
である。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。

てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。

4609

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

現行の科学研究費を大
幅に縮小し、あらたに、
各省庁または地方自治
体と共同研究している
研究者への補助金を設
立する。

現行の科学研究費は、
ある意味「捨て金」とな
っている。投資は回収
すべきものであり、この
場合の回収先は、各公
的機関の実施している
施策の実現、実質化、
高度化である。

4610

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進プ
ログラムのう
ちグローバル
ＣＯＥプログ
ラム

このまま
推進す
べき

21世紀ＣＯＥプログラム
に引き続くグローバルＣ
ＯＥプログラムは，世界
と伍する競争力を有す
る大学づくりのために，
様々な分野において大
きな成果を上げつつあ
る．特に，国際的に第
一線級の力量を持つ研
究者育成においてその
効果は大きく，日本の
将来を託すべき人材の
強化に資するところが
大きい．したがって，こ
のまま強力に推進すべ
きである．

グローバルＣＯＥプログ
ラムで設計された教育
プログラムでは，多くの
場合において国際標準
のコースワークの設計
が目指されており，研究
指導に重点がありがち
な従来のプログラムに
欠けていたコースワー
ク部分の改善に大きく
寄与している．研究科
の枠を超えているプロ
グラムもある．世界標準
のプログラム提示によ
り，国際的単位互換も
可能になり，日本の大
学院教育の国際化にも
資するものである．

4611

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

若い研究者が新しいテ
ーマにチャレンジ出来る
ように、[若手研究(A)・
(B)]の大幅な拡大が必
要です。採択率を上げ、
多くの研究者を支援出
来る規模となることを望
みます。

新しいテーマは直ぐに
は結果を得ることが難し
いですが、その反面、
将来的には日本のため
さらには世界のために
役立つ研究成果となり
うる可能性も秘めてい
ます。また、本予算は、
多くの若手研究者を支
援することが出来る唯
一の予算であると考え
ているためです。

民間 30～ 文部
産学イノベー
ション加速事 このまま

イノベーションの創出・
促進に相応しい事業で

大学の研究成果を実用
化するためにも、短期
間の産学連携ではな
く、最長10年という長期
のプロジェクトであるの
で、良い成果が得られ
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4612

企業 39歳 科学
省

24187

業【戦略的イ
ノベーション
創出推進】

推進す
べき

あり、積極的に進めて
行くべきだと思われる。

ると思われる。また、研
究テーマも実用化が念
頭に置かれているの
で、企業としても非常に
メリットがあると考えら
れる。 

4613
公益
法人

30～
39歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ン成長戦略
実現支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

地域大学等の研究機関
を地域産業の方に目を
向けさせる重要な新規
事業として期待してお
り、このまま推進するべ
きと考えている。

地域大学の目は少しず
つ地域産業界の方を向
いてきているが、地域
は自治体、企業、大学
とも構造改革により金
銭的疲弊が著しく、長期
的視野にたって科学技
術分野に新規に予算を
つけることが非常に難し
くなっており、国の支援
を得て、土台を作って地
域が自立していく、とい
う方法が必要不可欠に
なっている。 
本事業のような形で地
域の主体性に沿って支
援いただける仕組みづ
くりの重要性が増してい
ます。

4614

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本施策を拝見し、生命
科学を専攻する自分に
とっては、非常に興味
深く、また、今後こういっ
た分野に注目が集まる
のは、嬉しい事と思って
います。 
その一方で、ヒアリング
資料をの内容が、専門
教育を受けた人間にし
か到底理解出来ないも
のである、という印象を
受けました。これでは、
「国民から意見を募集
する」と言いましても、ご
くごく限られた国民しか
意見が述べられないの
では、と考えられます。 
本施策からはやや話が
ずれてしまいますが、い
かにして大多数の国民
に、この様な専門性の
高い事柄を理解しても
らう、受け入れてもらう
のか、という事も重要な
のでは、と考えさせられ
ました。

意見欄からの続きとな
ってしまいますが、「自
分は文系だから、理系
だから」という人が、日
本人には多すぎる様に
感じられます。それだけ
の理由で、専門性の高
い本施策の様な事柄に
対して、強い拒否感、ま
たは、生かじりの知識を
鵜呑みにする、といった
方が多いのでは、と考
えてしまいます。 
高校で文系理系を決め
てしまう前に、いかにし
て本施策の様な分野へ
のアレルギーを少なくす
るか、興味を抱かせる
のか、といった部分にも
力を注ぐべきでは、と自
分は考えています。 
これだけ重要な施策
を、ごく一部の専門家の
ものだけに留めておくの
は、違うのではと考えら
れます。 

大学・
公的

・我が国の研究者の研
究活動を支える重要な
競争的資金ある。 

・新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
である。 
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4615

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

・研究者の研究活動を
支援する重要な制度
る。 
・若い研究者にとって研
究費獲得の足がかりと
なっている。

・採択率を上げて、研究
者を支援する必要があ
る。 
・大学等の研究費が減
少するなかで、公的な
研究資金による研究支
援は必要である。 

4616
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

 光通信産業は、日本
の成長産業であり、この
研究開発を継続的に実
施することが、将来的な
雇用対策につながると
思います。 
 また、そのことを通し
て、技術立国日本を証
明することにもなると思
います。 
 したがって、光通信産
業は、我国にとって最も
力を入れるべき重要な
分野だと考えます。 

 世界のトップレベルに
ある我国の光ファイバ
ーサービスが、今後も
国際競争に打ち勝ち、
今の地位を確保するた
めに重要だと思いま
す。

4617

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

・我が国の研究者の研
究活動を支える重要な
競争的資金であり、予
算規模を拡充すべきで
ある。 
 
・研究者の研究活動を
支援する重要な制度で
あり、着実な予算確保
が必要。 
・基礎研究を行う大学、
独立行政法人、民間企
業の研究所等に在籍す
る研究者が応募できる
もので、研究者が応募
しやすい研究資金であ
る。 

・新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
である。 
 
・新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。 
・大学等の研究費が減
少するなかで、公的な
研究資金による研究支
援は必要である。

4618

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24107

（独）理化学
研究所運営
費交付金「環
境・エネルギ
ー科学研究
事業（内、バ
イオマスエン
ジニアリング
研究）」

このまま
推進す
べき

バイオマスはこれから
先、必須の研究内容で
あり、一般からの関心も
高く、支持されていま
す。よってこのまま推進
すべき事業だと思いま
す。

世界的に環境エコに注
目が集まっており、この
研究を進める事は非常
に重要な事と思われま
す。環境に配慮した、よ
り効率がよくエコロジカ
ルな植物、物質の生産
は、経済的にも効果が
見込まれ、推進すべき
研究であると思います。

4619

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要で 
ある。

5



4620
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCは世界最先端
の科学を推進しており、
日本の科学技術が世界
のトップであるために必
要不可欠であります。ま
た、環境問題の解決、
材料科学の更なる展
開、生命科学の発展、
基礎物理学研究などは
人類の発展のためにも
益々、重要度が増して
います。また、アジアで
随一の加速器を日本で
発展させる事は、世界
の有能な科学者との交
流を深めるためにも重
要だと考えられます。 

J-PARCの中でも特にミ
ュオン科学は発展途上
であり、超低速ミュオ
ン、物性研究、基礎物
理研究、新エネルギー
開発など他の手法では
到達できない新たな分
野を開拓する事が可能
です。 
まだ、科学分野としては
未完成の分野ではある
と同時に人類未踏の領
域に到達できる可能性
を持つミュオン科学に科
学大国日本からの支援
をお願いいたします。 

4621

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24105

（独）科学技
術振興機構
運営費交付
金

このまま
推進す
べき

本プロジェクトは、環境
とエネルギー資源の制
約の下での持続可能な
発展のため、自然科学
及び人文社会科学の知
見を結集し、社会・産業
構造改革や技術革新等
を統合した戦略的社会
シナリオ研究を行うもの
であり、喫緊の課題解
決に向けた研究開発で
ある。よって、一層加速
することが望まれる。

本プロジェクトは、環境
とエネルギー資源の制
約の下での持続可能な
発展のための研究と言
う喫緊の課題解決に向
けた研究開発であるう
え、従来の研究の枠組
みを超えた、関連分野
の実質的連携融合によ
る我が国の総力戦的体
制の下進められるもの
であり、波及効果が極
めて大きいと予想され
る。よって、一層の加速
が望まれる。

4622

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。 

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。 

4623

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

大学におけるグローバ
ルCOEプログラムを今
後も維持、さらに発展さ
せていくべきである。

最高教育機関(大学)に
おける教育の如何によ
って今後の日本の世界
における位置が変わっ
てくると思われる。大学
は未来の日本のリーダ
ーとなる人材を育成す
る場であり、この施策が
おろそかになると世界を
牽引していく力量をもっ
た人材が将来の日本に
はいないという状況を
招くかもしれない。

現在のICT社会では、イ
ンターネットの役割が
益々重要になってきて
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4624
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

本案件は、現在世界中
で開発競争が進められ
ている超高速光通信分
野の研究開発案件であ
り、これからのICT社会
における日本の技術競
争力の確保に必須の案
件であると考える。従っ
て、このまま推進すべき
である。

おり、それに伴ってネッ
トワークに要求される容
量も指数関数的に増大
している。この要求に応
えるのが超高速光通信
技術であって、これから
のICT社会では超高速
光通信技術が必須であ
る。しかしながら、この
分野は研究開発の世界
的競争が激しいばかり
でなく、研究開発の費
用も膨大となりつつあ
る。そこで、日本の国と
しての政策として、この
分野で世界トップを勝ち
取り、技術立国としての
日本の優位性を確保し
ていくべきである。

4625

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

このまま
推進す
べき

現在、世界的に魚類・
水産製品の需要が高ま
っている。その一方で、
クロマグロ等水産資源
の枯渇問題、養殖によ
る海洋汚染などの環境
問題等が叫ばれてい
る。これまで注目度の
低かった水産分野にお
ける天然資源の管理、
養殖技術の高度化のた
めの基礎的な研究開発
の活性化は、上記のよ
うな問題の解決のため
のブレイクスルーとこれ
に伴う新たなイノベーシ
ョン創出が期待されるも
のであり、我が国が経
済的に成長し、国際社
会の牽引役となるため
の重点分野の一つとし
て戦略的に推進するこ
とが重要。２１世紀は海
洋の世紀であり、この分
野での遅れは、我が国
にとって致命的となりか
ねない。

国際連合食糧農業機関
によれば、２００６年の
魚類・水産製品の世界
供給量は１億４３６０万
トン（うち養殖は５１７０ト
ン）と史上最高を記録し
た。同機関は、今後、世
界人口の増加と漁獲漁
業の停滞により、養殖
業が将来の成長源にな
ると見込んでいる。天然
資源の管理、養殖技術
の高度化の実現は、我
が国における安全、安
心な水産物の安定的供
給、関連産業や地域の
活性化、環境問題の解
決及び中国、東南アジ
ア等への技術移転等に
よる国際貢献が見込ま
れる分野であり、積極
的に研究開発を進める
必要がある。

大学・
公的
研究
機関 50～ 文部 科学研究費 このまま

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○ 基礎研究を行う大

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制 
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者

7



4626

（独
法・公
設試
等）

59歳 科学
省

24133

補助金 推進す
べき

学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する研究者が応募で
きるもので、研究者が
応募しやすい研究資金
である。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。

を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援 
は必要である。

4627

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

このまま
推進す
べき

研究所拠点を整備し、
得意分野でダントツの
成果を上げることが、国
際競争で生き残るすべ
と考えている。そのため
に本施策によるサポー
トは大きな役割を果た
すと期待できる。環境分
野で新規に一拠点をも
うけるとのことで、今後
の活躍が楽しみであ
る。

基礎科学を牽引する研
究組織は、国際競争の
激しい分野では必須で
ある。それら組織のあ
げた成果が、日本の他
の研究機関へ波及する
効果も大きいと期待で
きので、研究拠点の整
備は推進すべきと考え
る。

4628
官公
庁

30～
39歳

経済
産業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

省エネで環境に優しい
技術の開発であり，非
常に意義のある施策で
あるから，さらに一層の
国家予算を投入して施
策を推進すべきである。

これから絶対必要とな
る技術であり，他国に
技術的な優位に立つた
めにも，国家を挙げて
推進すべき施策である
と考えるから。 

4629
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

日本は科学技術で世界
トップを目指し、アジアト
ップを維持しなければ、
台頭する中国などに遅
れを取り、国民生活レ
ベルにも影響が出てくる
事は間違いありませ
ん。J-PARCは先端科
学を推進しており、世界
最高性能の加速器です
ので、このまま継続して
発展させて頂きたい。

中性子やミュオン利用
は開発途上で、これか
ら発展する分野であり、
世界にさきがけた独自
の新たな科学を開拓で
きる。 
基礎物理学研究、エネ
ルギー、医療分野など
幅広い分野で応用可能
で、次世代への科学発
展には不可欠な要素を
持ちえている為。

4630

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

昨今は、大型研究施設
に予算が集中投入され
る傾向があるが、大型
施設と相補的役割を果
たす各大学での研究･
教育活動は、我が国の
研究の幅を広げ、創造
的な人材を育成するの
に不可欠である。特定
のミッションにとらわれ
ない自由な発想に基づ
く活動によってこそ、真
に萌芽的な研究は生み
出されるものであり、そ
の役割を担う大学の活

大研究所での集中的大
型研究は、短期的に
華々しい成果を上げる
のに有効であるのに対
し、自由な発想に基づく
各大学での研究は真に
創造的な萌芽研究を可
能にし、我が国を科学･
技術･文化大国として長
期的に発展させるに不
可欠である。また、ホー
ムマシンを自在に扱え
る環境は、既存の路線
から離れて自由な発想
で創造的研究にあたる
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性化のため、施設整備
は優先度高く実施して
戴きたい。

ことのできる若手の育
成に、きわめて有効で
ある。

4631

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

さらに力を入れていくべ
きである。

技術立国日本を目指す
と言うのならば、その根
幹となる人材(研究者)を
手厚くサポートしていく
義務が全国民にあるの
ではないだろうか。

4632
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27159
省エネルギ
ー革新技術
開発事業

このまま
推進す
べき

温室効果ガスの低減や
省エネルギーのための
事業を推進するため継
続して行くべき施策であ
ると考えられる。

省エネルギー事業は将
来的にわが国の核とな
る産業に育てるべきで
あり、その中でこの施策
は基礎から実用までス
テージごとに投資されて
いるので、事業の芽が
出易いと考えられる。

4633
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27129
水素貯蔵材
料先端基盤
研究事業

このまま
推進す
べき

革新的水素貯蔵材料の
開発は、日欧米等世界
で実施されているが 
非常に難しい課題であ
ると思われる。この点で
大学や研究機関が 
行っている基礎的・基盤
的な取組みを幅広い分
野で横断的に実施し 
構造解析や水素化反応
機構及び貯蔵機構を明
らかにすることで 
水素貯蔵材料の開発の
ための指針を提供する
ことは、きわめて 
重要である。

本事業の成果である革
新的水素吸蔵材料の開
発指針にもとづき、民間
企業がコンパクトで高効
率な水素吸蔵材料を開
発できれば、燃料電池
自動車の走行距離の延
長だけでなく、水素貯蔵
タンクを吸蔵材とのハイ
ブリッドタンクとすること
で低圧化が可能となり、
水素インフラ整備上もよ
り低圧、低コストの水素
ステーションの整備が
可能となることも考えら
れるためきわめて重要
であると考えられる。

4634

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

GCOEプログラムの重
要性や有効性は広く認
められています。ひとつ
だけ意見を述べます。
それは、GCOEプログラ
ムのポストの宣伝を海
外に向けても広く行うべ
きというものです。

現状、GCOEのPDや助
教などのポストの公募
で日本の学会や研究機
関に、あるいは該当機
関のホームページでの
みに告知される場合が
あります。「国際的に第
一級の力量を持つ研究
者等を育成する」ために
は、海外の学会や研究
機関に向けて広く宣伝
すべきです。

フォトニックネットワーク
は、これからのICT社会

現在のインターネットの
繁栄を下支えしている
のは光通信であり、光
通信なくしては、インタ
ーネットも電子メールも
携帯も、すべて現在の
繁栄はありえない。そう

9



4635
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

を支える社会基盤であ
る。この分野で世界をリ
ードした研究開発を進
めることは、日本の国
際優位性を高める意味
から非常に重要で大き
い意義を持つ。従って、
このまま推進すべきと
考える。

いう意味で、光通信は
まさしくすべての通信の
基盤である。今後、光通
信はフォトニックネットワ
ークの名の下に超大容
量の領域に踏み出して
いく。そこで、この分野
で日本が世界的に優位
に立つことは、今後の
ICT社会の発展の上で
極めて重要な意義を持
ち、国の政策として研究
開発を推進すべきであ
る。

4636

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ（ター
ゲットタンパ
ク）のハブリッ
ク・コメント

このまま
推進す
べき

ライフサイエンス分野へ
の利用に供するインフ
ラの整備は必要であ
り、構造が理解できたこ
とによってタンパクとい
う機能が理解できるよう
になった。これからも構
造生物学がライフサイ
エンスのあらゆる分野
にとって必要であり、こ
のような施策を積極的
に推進すべきです。

本研究プログラムを通
じて、人材が育ってき
た。 
今後も若手研究者が自
立できる支援が必要で
あること。 
また、医薬等の開発・環
境問題解決に繋がる成
果が生まれつつあるの
で 
更に推進するべきで
す。

4637

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

大学，大学院における
学生の進学意欲は，各
家庭の経済状況に強く
依存しているという事実
を認識した上で，経済
格差によって若い才能
を潰すことがないよう，
積極的な支援をお願い
したい．

欧米における大学院生
への研究支援は，学生
の生活を援助するのみ
ならず学生自身がその
研究に対する責任を強
く持つ為にも意義深いも
のである．日本におけ
る大学院学生の意欲減
退の現状をみるにつ
け，経済的支援と雇用
関係に準ずる責任感を
与える意味でのＧＣＯＥ
プログラムの継続は不
可欠と考えている次第
である．

4638

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

先ほど、意見を提出し
ましたが、勘違いで意
見のクリックを間違えて
送信しました。訂正し、
改めて送信いたします。 
研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必 
要と考える。 

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。 

日本の将来のエネルギ

日本は燃料電池の分野
では国際競争力があ
り、産官学が一体となっ
て更に国策として推進し
ていくべき課題であると
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4639
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27126

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

このまま
推進す
べき

ー、CO2削減を考慮す
ると燃料電池の技術開
発は国策として非常に
重要であり、強力に進
めるべき施策だと思う。
従って、予算も削減せ
ずに進める価値のある
施策と思う。

考えられる。大学の知
を最大限活用し新たな
原理を解明することによ
り、自動車メーカー、電
機メーカーがその成果
を活用し国際競争力を
高められれば日本の国
策に適うと思う。またこ
の分野の人材育成にも
有効な施策となってい
る。

4640

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

第一線の研究者になる
べく訓練を重ねている
優れた博士課程学生の
研究環境を充実させる
ために、特別研究員事
業を推進することは非
常に重要である。

資源の少ない日本にお
いて、世界の大国と渡り
合うためには科学技術
分野の発展は必要不可
欠である。博士課程学
生は、日本の科学技術
の発展を牽引するよう
な第一線の研究者にな
るべく研究活動を通して
訓練を重ねている。そ
のような学生の研究環
境を充実させることは、
日本の科学技術分野の
底上げをするという意
味でも重要である。

4641

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。 

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制 
度である。また、新しい
研究の芽を育てるため
には、採択率を上げて、
多くの研究者を支援す
る必要がある。大学等
の研究費が減少するな
かで、公的な研究資金
による研究支援が必要
である。 

4642

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム)

このまま
推進す
べき

地域イノベーションクラ
スタープログラムの継
続推進を希望します。イ
ノベーションクラスター
は地域産業や大学の活
性化にとって非常に重
要な事業であると思い
ます。

地域の活性化にとっ
て、イノベーションの創
出は非常に重要である
と思います。地域を元
気づけると共に、研究
者の励みにもなります。
その上、既に実用化と
して芽が出て、社会貢
献の目処が立った研究
プロジェクトも多く、その
ようなプロジェクトには
最後のひと押しが必要
です。是非、プロジェクト
が本当に世の中に役立
ち、地域が活性化する
のを見届ける時点ま
で、この事業を推進して
頂きたいと切に願いま

11



す。

4643
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド(JGN-X)構
築事業

このまま
推進す
べき

現在或いは将来抱える
であろうネットワークの
問題を抜本的に解決す
るような技術開発は、将
来も重要な社会基盤と
して国際競争含めて必
要であると思います。 

データ通信の増大等に
よるエネルギー消費増
加が懸念されており、効
率的なＮＷの先端技術
研究は、国家の将来を
担う重要な事業戦略が
期待されるため。

4644

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必 
要である。また、基礎研
究を行う大学、独立行
政法人、民間企業の研
究所等に在籍する研究
者が応募できるもので、
研究者が応募しやすい
研究資金である。また、
これからの国際的に開
かれた国として、多くの
外国人研究者にとって
研究活動の良い環境作
りに貢献できる。

科学研究費補助金は、
新しい研究テーマにチ
ャレンジしやすく、その
ために必要な研究経費
の応募がしやすい研究
資金制度である。これら
の新しい分野の新しい
研究の芽を育てるため
には、採択率を上げて、
多くの研究者 
を支援する必要がある
と考える。大学等の研
究費が減少するなか
で、公的な研究資金に
よる研究支援は国を挙
げて支援する必要であ
る。特に、日本で優れた
研究にチャレンジする
外国人研究者にとって
大変重要な役割を占め
ている。国際的に開か
れた日本の明るい未来
のために、是非、補助
金の拡大等をお願いし
たい。

4645

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○ 基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する研究者が応募で
きるもので、研究者が
応募しやすい研究資金
である。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。 

○新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。 

日本の大学が色々な国
大学ということが利点で
3ある。感染症研究を各
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4646

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

で感染症研究をサポー
トし、ネットワークを作る
ことは大切だと思いま
す。日本の感染症対策
は優れており、日本に
は他国と比べて感染症
は少ないです。ですか
ら、現在、研究面では優
れていても、研究対象と
なるウイルスや細菌の
情報を流行地から収集
することは重要であり、
日本の防疫にも繋がる
と考えます。

国の機関や大学と行う
上で純粋に研究を追及
できる。一方、感染研は
同じ感染症研究を行う
としても、各国の感染症
研究機関の懐には入り
づらいものがあり、お互
いの国の利益なども考
慮せねばならない。この
プロジェクトと感染研と
のネットワークを強化は
重要であるが、お互い
のできることをしっかり
見つめるべきだと思う。

4647

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

さらに推進していくべき
である。

これまでに培ってきた日
本のライフサイエンスの
世界における地位を維
持、向上していくために
は当然力を注ぐべき施
策である。この施策によ
ってさらに日本のライフ
サイエンスが推進され
れば、それだけ国益も
増していくと思われる。

4648

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24144
私立大学等
経常費補助

このまま
推進す
べき

私立大学は、建学の精
神に基づく多様な人材
育成や特色ある教育研
究の展開を担う 
など、我が国の高等教
育の質・量両面にわた
る発展に重要な役割を
果たしている。 
私立大学のマネジメント
改革を伴った組織的な
教育研究の充実のため
の取組の定着 
を図り、我が国の成長
の土台となる教育研究
基盤を強化することが
不可欠である。 
このためには私学運営
費補助金が必須である
と考える。

我が国の学術研究全体
のすそ野を広げ、学術
研究活動を促進するた
めには、大学生 
の約8割を担う私立大
学の学術研究活動の基
盤の整備を図ることが
重要である。 
また、私立大学の組織
的な教育研究の充実の
ための取組を進め、我
が国の成長の土台とな 
る教育研究基盤の強化
することが重要である。
このためには、私学運
営費補助金が不 
可欠であると考える。

4649

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

大学院教育は日本の将
来を担う人材育成に必
須である。また、拠点を
つくって、集中的に強化
することも、効果的と考
える。教育を受ける大
学院生へのサポートも
充実させることにより、
人材確保に大きな役割
を果たすと期待できる。

人材の育成は大学の本
分である。教育活動を
効率よく、しかも、強力
に押し進めるために
は、拠点づくりは有効と
考えられる。限られた資
金を効果的に教育推進
に使うことができる。大
学院生の意欲の向上に
もつながると期待でき
る。

こどもがアレルギー体
質で食べ物にとても苦
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4650
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 
アレルギーの研究を進
めてほしい 
 
花粉症のワクチンを早く
実現してほしい

労しています。 
保育園時代は先生との
会話も頻繁にでき、給
食から排除できたもの
の、小学校に進学し保
育園のように学校に足
を運ぶ回数もわずかの
なか、給食や学童のお
やつに大変苦労してい
ます。 
夏休みには、学童にみ
んなが食べているもの
と似たおやつを作りはこ
んだり、給食のお手伝
いの日にスープを持参
したりと・・・・ 
 
なぜアレルギーになっ
たのか研究を進めてほ
しいです。 
 
私も数年前より花粉症
になやまされており大
変憂鬱なシーズンがあ
ります。 
花粉症のワクチンの早
期実現助かるひとが沢
山います！！ 

4651

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20006

ホワイトスペ
ースにおける
新たなブロー
ドバンドアク
セスの実現
に向けた周
波数高度利
用技術の研
究開発

このまま
推進す
べき

ホワイトスペースのブロ
ードバンドアクセスへの
利用は、周波数逼迫問
題の解決方策の一つと
して大変重要であり、今
後標準化などで日本の
優位性を確保するため
にも、今まさに国を挙げ
て研究に取り組むべき
課題と考える。ぜひとも
積極的に進めてほし
い。 
特にネットワーク技術と
の連携や、無線環境デ
ータベース構築、相互
干渉を考慮した無線伝
送技術などの研究開発
は将来の日本の研究開
発力保持のために重要
な技術であり、国のリー
ダシップによる新技術
の発掘が望まれる。

ホワイトスペースの議論
は、日本では放送系の
一方向サービスで世界
に先行実験が計画され
ているが、抜本的な周
波数有効利用につなが
るブロードバンド通信へ
の活用は議論が始まっ
たばかりである。このタ
イミングで研究開発を
大規模に進めるのは、
将来の無線技術での日
本の優位性の確保に重
要なステップであると考
える。 
また、ネットワーク連
携、無線環境データベ
ースなどまだ世界的な
取り組みが遅れている
分野についても積極的
な支援をすることで、コ
グニティブ無線技術の
世界への優位性を確保
することができる。

宇宙用高機能中継器や
アンテナに関し、わが国
はこれまでの技術試験
衛星等による開発実績

高度フレキシブル中継
技術は、「きく8号」や「き
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4652
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20002

グローバル
展開型通信
衛星技術開
発事業

このまま
推進す
べき

に基づく技術力を持って
いる。これらの技術を発
展し、海外展開するた
めには、今後の衛星ビ
ジネスにおいて技術の
要となる高度フレキシブ
ル中継技術やマルチビ
ームアンテナ等の最先
端の開発において欧米
に先駆けることが必須
であり、本技術開発事
業を推進すべきである。

ずな」での再生交換中
継器等開発実績を基
に、欧米に先駆けた技
術開発を行うことが可
能である。世界的に注
目されている技術であ
り、わが国宇宙産業の
海外展開に向けて本施
策による開発事業の緊
急性が極めて高い。

4653

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ライフサイエンス研究の
実施に不可欠な実験用
動植物等の生物遺伝資
源は、さらに一層充実
すべきと考えられる。我
が国の研究者（とりわけ
植物分野）は大いに外
国のリソースに依存して
いる。

例えば、シロイヌナズナ
のゲノム解読への我が
国の寄与は、国立研究
機関ではなく財団法人
かずさＤＮＡ研究所によ
ってなされた。研究開発
の基盤となるリソースの
拡充に、国からの一層
の支援が望まれる。

4654
民間
企業

60歳
～

経済
産業
省

27156

次世代地球
観測センサ
（高性能ハイ
パースペクト
ルセンサ）等
による先進的
宇宙システム
の研究開発 

このまま
推進す
べき

ハイパースペクトルセン
サーは、現在世界各国
が競って開発を行って
いる。現在のマルチス
ペクトルセンサだけでは
よく識別できない木々の
種類、生育状況、また
米のおいしさに関係す
るタンパク質含有率等
が識別できる。さらには
海水のスペクトル分布
から海の水質、岩石の
反射スペクトルから鉱
物資源の分布、植生か
らの反射スペクトルによ
る森林や総作物の生育
状況の詳細等非常に広
い分野で情報入手でき
ることが期待される新し
いセンサであり、その用
途は多岐にわたり、学
術的にはもとより新たな
ビジネス市場の開拓に
もつながる重要な施策
である。日本が世界に
その技術の高さを示す
ことの出来るセンサであ
る。是非とも推進すべ
き。

上記に含む

4655

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

特に「若手研究（A）・
（B）」は、若い研究者に
とって研究費獲得の登
龍門となっており、大幅
な拡充は必要である。
概算要求にあるように

ただし若手、次世代とい
ってもすでに教授として
独立しているような研究
者と准教授、助教クラス
の教員とは分けるべき
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設試
等）

採択率３０％を目指して
実施して欲しい。

である。

4656

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、たとえ形を変え
たとしても、継続して実
施・推進すべきである。

日本が、アジアや欧米
諸外国と将来に渡って
互角以上に渡り合うた
めには、若く優秀な人
材の育成が不可欠であ
る。グローバルCOEプロ
グムは、前制度である
文部省COEプログラ
ム、文部科学省21世紀
COEプログラムに続き、
多くの優秀な博士課程
学生を世に送り出して
きた。このような制度を
中止してしまうようなこ
とがあれば、我が国の
将来は無いに等しい。
その意味で、グローバ
ルCOEプログラムは是
非、引き続き推進すべ
きである。

4657

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎研究を行う大学、
独立行政法人、民間企
業の研究所等に在籍す
る研究者が応募できる
もので、研究者が応募
しやすい研究資金であ
る。

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。

4658

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

本研究プログラムのみ
ならず、ライフサイエン
ス分野全体への利用に
供するインフラの整備
は必要であり、このよう
な施策を積極的に推進
すべき。特に構造生物
学がライフサイエンスの
あらゆる分野にとって欠
くべからざるものになり
つつあることを鑑みさら
に積極的に進めるべ
き。

本研究プログラムにお
いて、医薬の開発や食
糧・環境問題の解決に
つながる基礎的な成果
が生まれつつある。新
次元のタンパク構造の
理解できたことにより、
細胞機能が理解できる
ようになった。研究プロ
グラムを通じて、若手の
人材が育ってきた。今
後もこれら若手研究者
が自立できるような支
援が必要であること

4659

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27118

次世代自動
車用高性能
蓄電システム
技術開発

このまま
推進す
べき

現在激化しつつある同
分野の技術開発を率先
して行うべきものであ
る。

世界に先駆けて日本が
リーダシップをとるべき
技術であるため。

大学・
公的
研究 文部 海洋生物資 このまま 海洋生物資源に関わる

海洋生物資源は農産物
や畜産物にない栄養成
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4660

機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

科学
省

24002

源確保技術
高度化

推進す
べき

基盤的な研究活動を推
進するための数少ない
競争的資金である。

分を豊富に含み、人類
の生存と健康に関わる
極めて重要な研究対象
である。

4661

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24015
観測・予測領
域

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

自然災害の予測や現象
の解明には不可欠であ
る．特に，火山観測の
充実と地震観測網の維
持が必要である．そこ
で，防災科研ではなく，
直接大学の火山観測に
資金と人員をつける必
要ある．もしくは米国の
ような大学と国が共同
運営する観測所が必要
である．

地震観測網は世界一の
高密度を誇っており，緊
急地震速報の入力デー
タとしての役割が大き
い．一方，火山観測は
噴火予測の実績が数多
くあるが，その大半を国
立大学が負ってきたた
め法人化以降の疲弊が
激しい．そこで，防災科
研ではなく，直接大学
の火山観測に資金と人
員をつける必要ある．

4662

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

J-PARC、RIBFの推進
やKEKB高度化など、先
端加速器による基礎科
学を 
進めて戴きたい。とりわ
けRIBFは世界最高の性
能をもち、世界の研究
者から待望されていた
ものである。我が国が
確実に世界をリードでき
る先端分野のひとつと
して、確実に推進するこ
とが重要と考える。

このような分野の基礎
科学を発展発展させる
ことが、世界の中での
我が国の文化的地位を
高めることになる。ま
た、そのような直接的な
成果に加え、現在その
活用範囲が急速に拡大
している加速器利用を
推し進めることのできる
人材育成にも大いに役
立つ。更に、技術革新
や産業の創出につなが
り、長期的な日本の発
展に寄与するものであ
る。

4663

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要。 

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。
また大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。

4664
民間
企業

60歳
～

経済
産業
省

27157

小型化等に
よる先進的
宇宙システム

このまま
推進す
べき

低迷が続く日本経済、
新たな基幹産業の創出
は経済復活のための急
務である。宇宙産業は
今後の日本経済復活の
ための切り札のひとつ
と考えられる。衛星ビジ
ネス市場は、欧米企業
が大型衛星市場を独占
している状態である一
方、近年振興国を中心
に低コスト、短期間で打
上げられる小型衛星の
需要が大きくなりつつあ

上記に含む
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の研究開発 る。本施策は低コスト、
短期開発、高性能小型
人工衛星の研究開発で
あり、世界的に非常に
競争力の高い衛星であ
る。まさにタイミング・内
容ともに我が国宇宙産
業競争力強化のための
必須の施策である。従
って、開発を積極的に
推進すべきである。

4665
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

他のものと共通するも
のがあるが、ネットワー
クのことを考えるといろ
いろな視点から実験す
る環境が必要である。

現在のネットワークはす
べてのの媒体と接続が
可能であり、その安全
性を考えると、各視点か
ら考えるだけでなく、全
体のネットワークから考
えないとセキュリティー
や各分野に影響を及ぼ
す。

4666

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24145

私立学校施
設高度化推
進事業費補
助

このまま
推進す
べき

私立学校施設の高度
化・近代化を推進し、教
育・研究条件の充実向
上を図る観点 
から、私立学校の老朽
校舎等改築事業等に係
る借入金の金利負担を
軽減するため 
の必要な経費を補助す
る。

我が国の学術研究全体
のすそ野を広げ、学術
研究活動を促進するた
めには、大学生 
の約8割を担う私立大
学の学術研究活動の基
盤の整備を図ることが
重要である。 
私立大学の組織的な教
育研究の充実のための
取組を進め、我が国の
成長の土台とな 
る教育研究基盤の強化
することが重要である。
このためには私立学校
施設高度化推進事業費
補助が不可欠であると
考える。

4667
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC)

このまま
推進す
べき

J-PARCにおいては世
界最先端の科学が推進
されており、世界の中で
日本の科学技術の分野
がトップであるために必
要不可欠なものと考え
られます。今後ますます
研究が推進され、その
成果があがっていくこと
を臨みます。

J-PARCの中でも特にミ
ュオン科学の分野は発
展途上であり、さまざま
な領域で新たな分野を
開拓する為に、日本が
先頭に立ってミュオン科
学に貢献していくことが
必要であると考えます。

4668

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベー
ション創出事
業

このまま
推進す
べき

現在激化しつつある同
分野の技術開発を率先
して行うべきものであ
る。

世界に先駆けて日本が
リーダシップをとるべき
技術であるため。
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4669

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133 科学研究費
このまま
推進す
べき

 わが国の研究者の研
究活動を、広汎な領域
において支援する基本
的かつ重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要である。

 実績を集積しつつある
既に発展的展開が予測
される分野のみならず、
新規の研究テーマや萌
芽的な研究領域につい
てもチャレンジ出来る応
募しやすい制度である。
より採択率を上げること
で、わが国の科学研究
の裾野を大きく拡充しう
る。これらの観点から、
本制度は公的な研究資
金として重要な意義を
持ち続けている。

4670

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
え、発展させる重要な
競争的資金で、予算規
模を拡充すべきである。
特に基礎研究に。

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
である。 

4671

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27174
地域イノベー
ション創出研
究開発事業

このまま
推進す
べき

地方での新産業を創出
し，成功させるために
は，地域の実情をよく理
解した人々による実行
が必要である。本開発
事業は，地域新産業を
創出する第一歩となる
大きな支援事業である
ため，今後も充実させて
継続されることを期待す
る。

以前，本事業の分担者
として係わったことがあ
る。本事業は予算規模
も実証試験を行うのに
適正であり，地方大学
や都道府県試験研究機
関等の研究成果と地域
中小企業が力を合わせ
てすばらしい成果を生
んできたと考えているた
め。

4672

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人等の施設
整備は、我が国の科学
技術戦略の推進のみな
らず、国民の生命の安
全を守る先端医療等の
推進をはかる上で必要
不可欠な基盤的事業で
あるため、最重要施策
として推進すべきもので
ある。

昨今の厳しい財政状況
の中、各国立大学法人
においては国費によら
ない施設整備を推進し
てきたが、充当できる自
己財源等にも限界があ
り、各大学が掲げるアク
ションプランにおける教
育研究等の推進に支障
をきたしている。 
したがって、国費による
安定的かつ発展的な財
政支援がないと、科学
技術立国としてこれまで
築き上げてきた我が国
の科学技術の水準が平
行線をたどるどころか、
国際社会から取り残さ
れてしまい、国際競争
力の低下につながると
考えられるため。

大学・
公的
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4673

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。 

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。

4674
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27017

超低消費電
力型光電子
ハイブリッド
回路技術開
発

このまま
推進す
べき

本案件は、将来のフォト
ニックネットワークで必
要となる革新的なデバ
イス開発であって、日本
がこの分野でトップにな
るために極めて重要な
ものである。国の政策と
して、このように将来性
ある重要な技術開発を
推進することは、今後ま
すます発展するネットワ
ーク社会にとって有意
義であり、このまま推進
すべきと考える。

インターネットの繁栄に
象徴されるように、現在
はIT社会からICT社会
へと完全に移行した。ネ
ットワークなくしては、社
会そのものが機能しな
い。このようなICT社会
を下支えするのがフォト
ニックネットワークであ
って、この分野で日本
が世界のトップランナー
となることは、これから
の日本にとって非常に
重要なことである。とこ
ろで、この分野の技術
のコメはデバイスであ
り、従って長期的視点
に立ったデバイス技術
開発が必須である。そ
こで、日本の政策とし
て、将来必要となるデ
バイス技術開発をその
初期段階からサポート
することは大変に大き
い意義を持つものであ
る。

4675

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

競争環境で生き抜くに
は、基本として”強みを
強化する”ことが肝要。
この点、光通信に関る
研究開発力は、その初
頭1970年代より現在ま
で常に世界をリードする
立場をとってきた。経済
のグローバル化は、す
でに通信ネットワーク社
会を前提として進展しつ
つある。通信ネットワー
クの弱体化は、国力の
衰退を意味することに
なる。20年後のネットワ
ーク社会を見据えると、
3桁の容量拡大へ向け
た研究開発強化は必須
と考えられる。

通信ネットワーク技術
は、インターネットの普
及によりすでに社会基
盤として重要な役割を
果たしているが、それだ
けではなく、古くから国
家安全保障に関る重要
な要素を担っている。光
通信の高速化、大容量
化は、その根幹を成す
ものである。他国に遅
れをとることは、安全保
障を揺るがすことになり
かねない。米国では、
DARPAが通信に多くの
研究開発費を投じてい
るが、日本ではその仕
組みは存在しておら
ず、その役目を総務省
に強く期待したい。

近年，世界規模での
人々の往来の増加に伴

近年の世界規模での感
染症の大流行は，改め
て指摘するまでもなく大
きな脅威である。いずれ
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4676

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

い，世界規模での感染
症の大流行の危険性が
上昇している。それを未
然に防ぐため，感染症
の研究はその重要度を
増している。常駐の研
究者を置くことは，感染
症の発生源で直接病原
体を研究できるメリット
や，相手国との信頼関
係の構築に必須であ
る。海外の国々と確固
たる信頼関係を築くた
めには，継続した協力
体制の維持が肝心であ
り，当該プログラムが事
業仕分けの対象に上が
っていることは誠に遺憾
である。

のケースも，感染症の
発生源は日本ではな
く，感染症の対策には
各国との連携が必要な
のは明白である。日本
の優れた技術でそれら
を研究するには，病原
体の輸送は安全面での
懸念があるため，直接
現地に赴く以外に方法
がない。また，各国が感
染症の発生を隠蔽せ
ず，協力して対応してい
くには，長年の協力体
制に基づいた信頼関係
を築くことが必須であ
り，当該プログラムを短
期で終了することは，日
本の国際的信用の失墜
にもつながりかねない。

4677

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル 
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

このプログラムは、将来
を担う研究開発者を育
成し、また、国際人とし
ても活躍できる研究開
発者を育成するうえで
必須です。

グローバルCOEプログ
ラムでは、博士課程学
生の海外研究機関にお
ける短期間研究や、海
外研究機関訪問による
研究交流などが実施さ
れており、学生らが貴
重な経験をでき得る機
会となり、学生の育成に
多大な効果をもたらして
おります。

4678
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20006

ホワイトスペ
ースにおける
新たなブロー
ドバンドアク
セスの実現
に向けた周
波数高度利
用技術の研
究開発

このまま
推進す
べき

周波数逼迫状況を根本
的に解決できる本施策
を優先して推進すべき
である。 

通信に適している周波
数不足が言われてお
り、周波数の高度有効
利用が現在早急に求め
られている。その一方で
利用が数日に数回とい
う少ない頻度にもかか
わらず、固定的に帯域
を割り当てられ、実際の
利用状況に即しない割
り当てになっているとこ
ろが少なからず存在す
る。すなわち必要なとき
に必要な周波数を確保
する周波数共用技術が
確立できればこのような
問題を解決することが
できる。そうすることで
電波を使用するエネル
ギーを考慮でき、しいて
は二酸化炭素の排出量
を削減することもできる
と思われる。

○ 我が国の研究者の
○ 自給で賄いきれない
分の食糧確保のため
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4679

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○ 基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する研究者が応募で
きるもので、研究者が
応募しやすい研究資金
である。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。 

に，資源やエネルギー
に乏しい我が国は，貿
易立国として対処する
ことが喫緊の課題であ
り，科学技術創造立国
としての科学者養成が
最重要課題である。 
○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。 

4680

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人は他の研
究機関や民間企業には
ない特色がある。人材
の育成、研究の推進、
国際貢献などである。こ
れらの特色を維持し、
発展させるために、サ
ポートが必要である。ま
た、昨今の研究環境を
考慮すると、国際競争
が激しく、国立大学法人
への積極的な資金投入
は速やかに行われるべ
きである。

国立大学法人は国民の
財産である。国民の生
活を支え、豊かにする
ために必要である。国
立大学法人が生み出す
成果そのものが役立つ
こともあるし、国立大学
法人を巣立った人材
が、民間企業などで活
躍した結果が、国民に
還元させる可能性も大
きい。そのためのサポ
ートは重要である。

4681
公益
法人

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム)

このまま
推進す
べき

地方の産業活性化には
ぜひとも必要。

地方の技術開発力を強
化するためには、産学
官連携による研究開発
が欠かせないため。

4682
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20113

ワイヤレスネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

無線による通信技術
は、今日の携帯電話の
発展に留まらず、さらな
る高速化、ネットワーッ
ク化が急速に進められ
ている。地上無線と宇
宙を含めた大容量ネッ
トワーク技術は国民生
活の様々な面での利便
性を高める他、国民の
安心と安全の向上にと
っても重要であり、国が
優先して技術開発を推
進する必要がある。

無線通信の技術は、日
進月歩であり、この分野
での技術開発は、欧米
各国でも重点的に公的
資金が投入され開発が
進められている。わが
国としても独自の技術
開発を促進することによ
り情報通信分野におけ
る産業の世界的競争力
をつける必要がある。

我が国の学術研究全体
のすそ野を広げ、学術
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4683

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24146
私立大学等
研究設備等
整備費補助

このまま
推進す
べき

私立大学における学術
研究活動の基盤となる
研究設備の整備によ
り、 
学術研究の高度化を推
進し、我が国の学術研
究全体のすそ野を広げ
るためには、研究設備
等整備費が必須であ
る。

研究活動を促進するた
めには、大学生 
の約8割を担う私立大
学の学術研究活動の基
盤の整備を図ることが
重要である。 
私立大学の組織的な教
育研究の充実のための
取組を進め、我が国の
成長の土台とな 
る教育研究基盤の強化
することが重要である。
このためには私立大学
等研究設備等整備費が
不可欠であると考える。

4684

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

資源のない我が国が生
き残るためには，科学
技術創造立国によるほ
かない．そのためには
我が国の産業をキャッ
チアップ型から成長分
野でグローバルに価値
を創造する型へ構造転
換する必要があり，将
来価値を見極め，次世
代を担うことのできるリ
ーダーシップと国際性を
兼ね備えた研究者・技
術者が不可欠である．
博士課程教育リーディ
ングプログラムはこのよ
うな人材育成を強力に
支援するものであり，誠
に時宜を得た重要な施
策といえる．

科学技術創造立国を担
う人材は博士後期課程
で育成できるが，現状
は学生や企業の評価が
低く，十分に機能してい
ない．この施策は，現状
を抜本的に改善する威
力を秘めており，優秀な
学生の受入，国際性・リ
ーダーシップを育成する
人材教育，出口企業の
高い評価，博士後期課
程修了者の待遇改善，
そして入学希望者の増
加という好循環につな
がる極めて重要な施策
と評価できる．我が国の
将来を切り開く，投資効
果の高い喫緊の施策と
いえる．

4685
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20002

グローバル
展開型通信
衛星技術開
発事業

このまま
推進す
べき

これまでの実績を基に
した確実な開発であり、
また世界に先駆けて技
術開発することにより世
界市場で優位に立てる
分野でもあることから、
積極的に推進すべきと
考える。

宇宙産業の中核である
通信衛星市場の今後の
動向をしっかり捉えた技
術開発項目であり、次
世代の通信衛星市場に
おける競争力を発揮す
る上で重要であると考
える。

4686

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○ 基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する研究者が応募で

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
である。 
新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。 
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設試
等）

きるもので、研究者が
応募しやすい研究資金
である。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。

4687

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

 恒久的な研究予算が
無くなっていく中，申請
者の研究活動を支える
重要な競争的資金であ
り、予算規模を勤めて
拡充すべきである。

これさえ削減される事
態になれば，日本の科
学技術の衰退さらには
日本国力の激減を招く
ため。

4688

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26104
新農業ゲノム
展開プロジェ
クト

このまま
推進す
べき

本プロジェクトは主に農
林水産省傘下の研究機
関が永年にわたり蓄積
してきた、わが国独自
の莫大且つ貴重な知の
蓄積をさらに一層活用
し、豊かな生活基盤構
築に資するものである。
一層の推進が望まれ
る。 

世界的に遺伝子組換え
農作物栽培は増加の一
途をたどっている。我が
国においても、合理的
判断に基づく最新のバ
イオテクノロジー研究を
一層推進し、次世代の
農作物開発を一層進め
る必要がある。本プロジ
ェクトは、まさにその研
究開発を担うものであ
る。

4689
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20103

ライフサポー
ト型ロボット
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

ユーザの状況や行動の
センシングと解釈のエン
ジンは、高齢者や障が
い者の見守りなどのサ
ポートには不可欠な技
術で、日本の特色でも
ある各種ロボットを活か
すことのできる分野だと
思います。来るべき高
齢者介護社会、これに
立ち向かうためにも、ま
たそうした分野において
世界をリードするために
も、国として積極的にこ
うした試みを支援すべ
きだと考えます。

個人的にも、遠隔で一
人暮らしをする親が転
倒でケガをする事態に
なり、遠隔で見守れるシ
ステムや危険行動を予
測するシステムの必要
性を感じています。日本
全体としても介護人材
不足は深刻で、人手で
すべてをサポートするこ
とは限界に来ていま
す。

4690
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

文部
科学
省

24154
研究者の養
成

このまま
推進す
べき

日本は地理的に隔離さ
れているので、国際交
流という点で不利であ
る。若手研究者が海外
にいきたくなるような環
境整備は非常に有効で
あると考える。本施策を
速やかに推進し、研究
者を流動化させること
は、日本の研究に活力
を与えるものときたいさ
れる。また、日本の大学

どのように日本の人材
を海外に送り出すか、
については様々な方策
がとられるべきと考え
る。地理的に不利な日
本から、海外へ出るた
めには、精神的にも障
壁があると想像される。
インセンティブを与え、
若手研究者がやる気に
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等） の教育は質が高く、若
手研究者が海外で積極
的に活動することは、科
学の世界で日本の存在
をアピールする機会に
もなる。

なって、海外で活躍でき
るように、支援が与えら
れることは、日本の将
来の科学分野に不可欠
である。

4691

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研

このまま
推進す
べき

超高齢化社会を迎えつ
つある我が国におい
て、要介護者や障害者
の社会復帰は重要な課
題である。介護負担の
大幅な軽減、リハビリテ
ーションの効率化など
によって医療費党の大
幅な軽減と情報通信技
術の革新など、新たな
産業創出につながる期
待が大きいので、ぜひ
推進すべき課題であ
る。

要介護者・障害者にとっ
て福音となるだけでな
く、将来の産業創出に
つながる期待が大きい
施策であるから。高齢
化は全世界的規模で進
んでおり、我が国が現
在この分野に投資し、
他国に先んじて新技術
開発を行えば、将来有
望な我が国の産業に発
展する可能性が高い。

4692

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

基礎研究すを遂行する
上で中心的な役割を担
う科研費の要求額が本
年度5%増にとどまって
いるのは甚だ不十分で
あり、テーマ設定型の
大型予算を削ってでも
科研費の要求額を増加
させていただきたいと思
います。また、科研費の
趣旨として、予算規模
の大きな基盤（A）以上
の総数を減らし、基盤
（B）以下の中小規模カ
テゴリーについて充足
率を上げる方が学術研
究のすそ野が広がり、
効果的だと思います。

大学では運営費交付金
が毎年削減されており、
外部資金の獲得に過大
な時間と労力を割かざ
るをえない状況にありま
す。特に若手研究者は
自由に使える校費が無
く、独立した研究推進の
ために外部資金は欠か
せません。しかし、個人
研究とは言いながら、
大型予算のほとんどは
旧帝大の大規模研究室
に所属している研究者
に配分されています。
真に独立した若手研究
者の養成には、中小規
模の予算カテゴリーの
充実が必須だと思いま
す。

4693

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は来
年度概算要求通り、あ
るいはそれ以上に力を
いれて推進するべきだ
と思います。

研究の芽がどこにある
かは分からないし、ある
課題に巨大な研究費を
つけたからと言って研
究が急速に発展するも
のでもありません。従っ
て、少ない課題に大規
模投資することは無駄
になると思います。科学
研究費は金額が少ない
割には影響する研究課
題の数が圧倒的に多い
と思います。研究に対
する投資をうまく分散し
ていることになり、どこ
かでかならず何らかリタ
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ーンがあることが期待さ
れます。

4694

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、予算規模を拡充す
べきである。 

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。 

4695

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

日本の海洋生物資源の
確保を目指す上で大変
重要な施策である。マ
グロ類などに加えては
日常的に食する小型浮
魚類（アジ・サバ等）や
ヒラメ・マダイなども対象
種に加えるべきである。

陸上の家畜動物の安全
安心が揺らぐ中で、海
洋からのタンパク質の
供給は必要となるから。

4696
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20105
光空間通信
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

これまでの実績から国
際的に優位を保てそう
な分野であり積極的に
推進すべきと考える。特
に小型衛星を用いた光
衛星通信技術の実証は
小型衛星の分野でプレ
ゼンスを発揮できる技
術であり、是非実現して
いただきたい分野であ
る。

宇宙産業に小型衛星と
いう新しい分野が確立
されようとしており、欧
米、中国、インドなどが
積極的に新規技術の開
発を行い優位に立とうと
競争が激化している。
小型衛星の産業化にと
っての主要な技術は衛
星からの大規模データ
伝送が実現できる低電
力高速通信である。我
が国は衛星ー地上間光
通信技術の実証に成功
しており、この分野での
優位性を活かし小型衛
星分野で優位になるた
めに是非本研究開発を
進めていただきたいと
考える。

4697

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は推
進、更に強化すべきで
ある。より使用しやすく
する、配分の偏りを補
正するなどの改善は必
要であるが、基本的に
は現行で推進すべきで
ある。

科学研究費補助金は研
究者の自由な発想に基
づく研究を支援するほ
ぼ唯一の補助金であ
り、基礎的、長期的な研
究を推進するために欠
かせないものである。こ
の補助金は基礎的研究
を育成する文部科学省
の根幹に関わる施策で
あり、イノベーション創
出等の短期（中期）的施
策と同様に優先度判定
の場に出るべきもので
あるとは考えない。

大学・
わが国の生命科学研究
の進展は目覚しいもの
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4698

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119
24129-バイ
オリソース事
業

このまま
推進す
べき

この事業では生物を生
きた状態で保存するこ
とが重要であり、生物を
死なせないために一定
額の予算を継続して交
付することが重要であ
る。

がある。生物はその研
究のための重要な研究
資源である。この事業
で保存されている生物
はこれまでの研究で発
見され開発された研究
資源であり、今後の研
究の進展に必ず貢献す
る。

4699

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

博士取得後の優秀な若
手研究者に研究ポスト
を与え、ストレス無く研
究に専念させることは
非常に重要である。

鉱物資源に恵まれない
我が国が先進国であり
続けるには、科学技術
に対するたゆまない投
資によって技術の発展
を目指すしかないが、そ
れを将来的に下支える
のは若手研究者である
から。

4700

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

革新的タンパク質・細胞
解析研究イニシアティブ
は、非常に重要な施策
であり、平成23年度も
引き続き推進すべきで
ある。

ライフサイエンス分野の
発展は、科学・医療の
みならず経済や産業の
発展にも大きく貢献し、
本国の更なる発展に非
常に重要になってくる。
よって、本施策は本国
の今後の成長に必要不
可欠であり、引き続き推
進すべきである。

4701
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24180
ナノテクノロ
ジー・ネットワ
ーク

このまま
推進す
べき

技術立国日本の将来を
支えるのは次世代要素
技術です。 
次世代要素技術を数多
く輩出していくためには
数多くの要素技術の種
が必要です。大学が保
有する学術的知識、先
端設備を活用した支援
事業は要素技術の種や
人材育成に大きく役立
っており、このまま推進
すべきと考えます。

弊社では早稲田大学 カ
スタムナノ造形･デバイ
ス評価支援事業を活用
し、微細加工技術の指
導を受けました。 
この支援事業を活用す
ることで以下のようなメ
リットがありました。 
・自社のインフラ整備を
待つことなく、先端設備
を用いた試作がでたた
め、開発期間が短縮で
きたこと。 
・専門知識に精通した
指導員の指導を受ける
ことで、基礎理論に基づ
く技術の考え方を修得
したこと、また、新たな
要素技術開発の方向性
が明確にできたこと 

4702

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必 
要。 

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。 
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4703
民間
企業

60歳
～

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

世界をリードしているわ
が国の光ファイバー技
術は今世紀の日本でも
っとも成長が見込める
大切な産業であると思
います。その国際的な
立場を維持し、競争力
を堅持するためにもす
べての産業の基盤とな
るこの光通信産業の研
究開発は強力に推進す
べきであると考えます。
技術立国日本の危機を
招くような施策を行うべ
きではありません。温か
い血の通ったまつりごと
を期待いたします。

日本の光ファイバーサ
ービスは世界のトップク
ラスだと思います。資源
のない日本はその人で
ありその技術で世界に
貢献しなければなりま
せん。基幹産業として
成長産業としてその推
進は最も重要だと思い
ます。

4704

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

博士後期課程の優秀な
学生また、学位取得直
後の若手研究者に研究
ポストを与え、ストレス
無く研究に専念させるこ
とは非常に重要であ
る。

鉱物資源に恵まれない
我が国が先進国であり
続けるには、科学技術
に対するたゆまない投
資によって技術の発展
を目指すしかないが、そ
れを将来的に下支える
のは若手研究者である
から。

4705
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

プリンテッドエレクトロニ
クスは例えば太陽電池
などの大面積な 
デバイスをこれまでにな
い安価なコストとエネル
ギーで製造することが
可能である。シリコン太
陽電池はその製造の為
のエネルギーを回収す
るのに非常時間がかか
り、エネルギー収支とし
ては疑問が残る。これ
に対してプリンテッドエ
レクトロニクスを利用し
た太陽電池は、非常に
少ないエネルギーで製
造でき、製造のために
投入したエネルギーと
比較して、大きなエネル
ギーを取り出せ、また安
価な為、世界に流通し
やすいと考えられる。

＜推進すべき根拠＞ 
・プリンテッドエレクトロ
ニクスは日本の製造業
が世界に対して技術的
優位なコーティング技
術、印刷技術を基盤に
進めることがで きる分
野である。 
 
・シリコン材料に比べて
コスト的に圧倒的に優
位であり、物流管理・ユ
ビタキス社会の基盤技
術として世界に先駆け
ることがでる。 
 
・シリコンに無い電子的
な物性を利用して、これ
までにない機能をもつ
電子デバイスの構築の
可能性がある。 
 
・太陽電池などのエコ分
野への適用も可能であ
る。

科学研究費補助金を大

科学研究費補助金を他
の施策と同列に扱って
いることに、大変疑問を
感じる。本当に最先端
の研究は、基本的にボ
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4706

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

幅に拡充すべきであ
る。近年、若手Sの廃止
やJST事業「さきがけ」
のトップダウン型への変
更など、過去１０年以上
にわたり日本の研究水
準を引き上げてきた施
策が、政治的理由(?)に
より改悪された。３０代
後半から４０代後半の
知力体力共に充実した
世代の研究者の研究を
推進すべく、予算を倍
増すべきである。

トムアップ型の施策によ
って推進する他ない。他
の施策は基本的にトッ
プダウン型であり、ある
程度出口の予測がつく
研究を推進するもので
あるから、科学研究費
補助金に取って替わる
ことはできない。日本の
２０年後３０年後を救う
真に革新的な科学技術
は、科学研究費補助金
によってなされた研究
から生まれてくること
は、これまでの歴史も
証明している事実であ
る。

4707

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

理系だけでなく文系も
含めて育成するべき。 
理系だけを特別視する
のはおかしい。

どれだけ理系の能力が
高くとも、文系の知識が
劣っていれば、論文を
書くことも読むことも劣
ることになる。 
自分の研究（理系分野）
の素晴らしさを伝える語
彙力のない人間が多
い。

4708

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規 
模を拡充すべきである
と思います。研究者の
研究活動を支援する重
要な制度であり、着実
な予算確保が必要で
す。基礎研究を行う大
学等に所属する研究者
が応募できるもので、研
究者が応募しやすい研
究資金です。「若手研究
（A）・（B）」は、若い研究
者にとって研究費獲得
の登龍門となっており、
大幅な拡充は必要であ
る。

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制 
度であると思います。ま
た、新しい研究の芽を
育てるためには、採択
率を上げて、多くの研究
者を支援する必要があ
ると考えられます。更
に、大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援 
は必要不可欠であると
思います。

4709

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の国際競争力を
維持しつづける上で、き
わめて重要。

国益のため。

大学・
公的

博士後期課程の優秀な
学生また、学位取得直

鉱物資源に恵まれない
我が国が先進国であり
続けるには、科学技術
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4710

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

後の若手研究者に研究
ポストを与え、ストレス
無く研究に専念させるこ
とは非常に重要であ
る。

に対するたゆまない投
資によって技術の発展
を目指すしかないが、そ
れを将来的に下支える
のは若手研究者である
から。

4711

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

本補助金は、我が国学
術の基盤を支えるもの
である。運営費交付金
のじり貧状態を受け、本
補助金は当に大学にお
ける研究活動（とりわけ
基礎研究或いは縛りの
ない自由な発想に基づ
く研究）の命綱ともなっ
ているものである。一層
の拡充をが強く望まれ
る。

上記のように、運営費
交付金のじり貧状態を
受け、本補助金は当に
大学における研究活動
（とりわけ基礎研究或い
は縛りのない自由な発
想に基づく研究）の命綱
ともなっているものであ
る。よって、一層の拡充
が強く望まれる。

4712

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24164
高速増殖炉
サイクル技術
の研究開発 

推進す
べきでは
ない

施策の重複が認められ
る。実施体制について、
研究開発主体は、独立
行政法人日本原子力研
究開発機構が担当。研
究開発段階 から、成果
の受け手となる電気事
業者、製造事業者と連
携して実施。研究開発
の推 進にあたっては、
経済産業省と文部科学
省を含めた五者による
協議会を設置し、官 民
一体となり進めている。 
と書いてある。一方、経
済産業省、27114、発電
用新型炉等技術開発委
託費の施策の実施体制
は五者協議会（文部科
学省、経済産業省、電
気事業連合会、日本電 
機工業会、日本原子力
研究開発機構で構成）
において合意された開
発ロードマップ 等に沿
って、日本原子力研究
開発機構を委託事業実
施主体として研究開発
を遂行。と書いてある。
速やかに仕分けられる
べきである。

科学研究費が限られて
いる中、施策の重複は
許されない。本施策と経
済産業省、27114、発電
用新型炉等技術開発委
託費は、高速増殖炉を
扱い、研究実施体制も
重複している。このよう
な予算の二重取りは見
過ごしてはいけない。エ
ネルギー問題や低炭素
型社会の実現には、原
子力だけでなく、バイオ
燃料など、新エネルギ
ーへの投資も不可欠で
ある。よって、本施策を
推進すべきではない。

4713

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

国際交流を推進するこ
とは、研究活動の飛躍
的な活性化と点で非常
に重要である。

国際交流・国際競争無
くして、科学の進化はあ
り得ないから。
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等）

4714

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

推進すべきである。

本国の大学施設はすぐ
れたものもあるが、欧米
諸国と比べた時、魅力
あるとは言い難いところ
もあり、重点的に施設
整備を進めることも必
要であると考える。整備
すべき施設については
検討を要する。また、少
人数教育の推進など、
時代の要請にあわせ、
学生が快適に勉学、研
究を行うためには現状
で充分であるとは言い
難い。

4715

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
出発点となる研究を推
進するうえで必要不可
欠です。

科学研究費補助金によ
る研究では、挑戦的な
研究が推進されており、
発見による成果が得ら
れ、新しい応用を創出
する契機となっておりま
す。

4716

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規 
模を拡充すべきである。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。

4717

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規 
模を拡充すべきである。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。

4718

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規 
模を拡充すべきである。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。

4719

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規 
模を拡充すべきである。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。
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等）

4720

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規 
模を拡充すべきである。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要である。

4721
その
他

60歳
～

経済
産業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

2009年の国連気候変動
サミットでの二酸化炭素
の排出25%削減の国際
公約を実現するために
はこれまで依存度のた
かかった化石燃料は供
給面では枯渇問題や国
際競争の激化に直面、
使用面ではＣｏ2発生の
根源となっています。こ
れからのエネルギー問
題は供給側と需要側の
両面からの対策が重要
になります。 
供給面での重要課題は
省エネ化が最重要課題
になります。 

電力総使用量の２０％
強を占める照明関係の
省エネルギー化は最も
重要なテーマのひとつ
になります。道路の信
号機の照明が100％ＬＥ
Ｄに変更されれば原子
力発電所がいらなくなる
といわれたのはつい数
年前のことです。信号
機のＬＥＤ化は相当進
行していますが家庭や
オフィスの照明や美術
館などの照明にはより
自然光に近い有機ＥＬ
の照明はより重要度が
増すものと推察されま
す。

4722
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24181
イノベーショ
ンシステム整
備事業

このまま
推進す
べき

北陸産業活性化センタ
ー知的クラスターにおい
ては、業績の中間発 
表会が去る9月3日に開
催されました。健康推
進・疾病予防に関する 
NPO活動法人として、こ
のクラスター事業に対
する関心を持っており 
ますので参加いたしまし
た。講演やポスター、示
説などにより事業 
の成果は、中間発表と
はいえ、たいへん秀れ
たもので事業化は大き 
な効果が期待されま
す。

FDD-MB胎児出生前診
断についてはすでに会
社設立がすんでおり、
国 
際的に血液試料の送付
を受ける体制が整って
いる。

4723
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24146
私立大学等
研究設備等
整備費補助

このまま
推進す
べき

私立大学における学術
研究活動の基盤となる
研究設備の整備によ
り、 
学術研究の高度化を推
進し、我が国の学術研
究全体のすそ野を広げ

我が国の学術研究全体
のすそ野を広げ、学術
研究活動を促進するた
めには、大学生 
の約8割を担う私立大
学の学術研究活動の基
盤の整備を図ることが
重要である。 
私立大学の組織的な教
育研究の充実のための
取組を進め、我が国の
成長の土台とな 
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等） る。 る教育研究基盤の強化
することが重要である。
このためには私立大学
等研究設備等整備費補
助が不可欠であると考
える。

4724

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。特に基礎研究を行う
大学、独立行政法人の
研究所等に在籍する研
究者が応募できるもの
で、研究者が応募しや
すい研究資金である。

大学等の研究費が減少
する中で、公的な研究
資金による研究支援は
必要である。

4725

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

名古屋大学で進められ
ているグローバルCOE
プログラムは、大学での
研究を支えている大学
院の学生の教育や研究
活動をサポートできてい
て非常に有益であると
感じます。 
さらに学生達にとって
は、海外で研究や発表
をするチャンスも増え
て、これから重要になる
であろう国際的な感覚
をもった人材育成にも
役に立っていると感じま
す。 
高等教育を受けていて
も経済的なサポートの
少ない大学院の学生た
ちに、このようなグロー
バルCOEプログラムの
ようなプログラムを通じ
て彼らの教育研究をサ
ポートすることは、今後
も是非続けていって欲
しいと思います。

アメリカで研究していた
時に感じた印象では、
アメリカの大学院などで
は、大学院の学生に対
する経済的サポートな
どは日本に比べて、非
常に充実していると感じ
ました。よってグローバ
ルCOEプログラムのよう
な大学院生への教育や
研究のサポートは、日
本での大学院の充実の
ための重要な一つとな
っていると思います。こ
れからの日本の将来を
考えても、若い優秀な
人材の育成は非常に重
要な課題だと思います
ので、このようなプログ
ラムのよりいっそうの充
実を願います。

4726
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

 我が国の研究者の研
究活動を支える重要な
競争的資金であり、日
本の国際競争力をつ
け、将来的な日本の発
展のためには、予算規
模を拡充すべきである。 
 基礎・臨床研究を行う
大学、国立病院、独立
行政法人、民間企業の
研究所等に在籍する研
究者が応募できるもの
で、若手研究（A）・（B）」
をはじめとして、研究者

 新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
であるとともに、新しい
研究の芽を育てるため
には、採択率を上げて、
多くの研究者を支援す
る必要がある。 
 大学等の研究費が減
少するなかで、公的な
研究資金によって、流
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等） が応募しやすい研究資
金が重要である。 
 一方、Ｇ－ＣＯＥのよう
な各大学の研究の特性
を生かした大型の科学
研究費の継続が必要で
ある。

行の分野に限らず世界
でトップレベルの研究を
推進するための支援は
必要である。 

4727

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

若手（３０代から４０代前
半）の研究室主宰者（教
授、助教授、チームリー
ダーなどのPrinciple 
Investcator）に重点的
に研究費を配分する。

若手で既に研究室主宰
者になっている研究者
は、実力がある上、若
手なので新規性や独創
性がおおいに期待出来
ます。また、小型の研究
室を運営している場合
が多く、ビッグサイエン
スをやっている大型ラボ
と比較して研究費が効
率的に運用されてい
て、機動性が高い傾向
にあると思います。この
ような若手研究室主宰
者に重点的に研究費を
配分することによって、
科学研究費の費用対効
果を格段に向上させら
れると考えられます。新
たな若手研究室が潤う
事で、雇用も拡大し、博
士余り問題も解決の方
向に向かうと考えられま
す。

4728

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24184

大学等産学
官連携自立
化促進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

「大学等産学官連携自
立化促進プログラム」
は、大学で得られた研
究成果を社会に還元す
る取り組みで、重要な
施策と考えられます。本
施策で得られた成果を
基に、大学における知
的財産の管理と活用を
行い、企業の製品開発
に十分に活かすことが
必要です。さらに、知的
財産の中でも特に、ソフ
トウェアの扱いに関する
枠組み整備について
は、特に重要な問題で
あり、本施策において
整備を行う事が必要と
考えられます。そのた
め、本施策をこのまま
推進すべきと考えます。

ソフトウェアの知的財産
の扱いは重要な問題で
すが、現状では、大学
におけるソフトウェア知
的財産の取り扱いに関
する規則・体制が十分
ではありません。ソフト
ウェア知的財産の取り
扱いについての問題
は、多くの他大学でも抱
えている問題であり、大
学での優れた研究成果
を産業界に対して技術
移転させるために早急
の対応が必要でありま
す。本施策では、ソフト
ウェアを対象とした産学
連携の取り組みが行わ
れており、特に推進が
必要な取り組みと考え
られます。

大学・
公的
研究
機関 40～ 農林

新たな農林
水産政策を このまま

我が国の食糧資源供給
の基盤をなす、重要な

食糧供給の持続性を確
保するために、実用技
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4729

（独
法・公
設試
等）

49歳 水産
省

26108

推進する実
用技術開発
事業

推進す
べき

実用技術開発事業であ
るように考えます。

術開発技術の進歩は欠
かせないから。

4730
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27018

次世代照明
等の実現に
向けた窒化
物半導体等
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

照明は人類が生活を営
む上で不可欠なもので
あり、環境の面からも一
層研究・開発を進め、最
終的に商品化まで到達
すべき内容の施策と考
えます。

先進国は勿論、電線が
引かれていないような
途上国まで活用できる
商品を期待します。そし
てその際は半導体や
FPDの二の舞になるこ
となく、日本が牽引し続
けられるよう、過去の反
省をふまえて展開して
いだだきたいと切に願
います。この施策はそ
れが可能なものと考え
ます。

4731

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。 
研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要。 
基礎研究を行う大学、
独立行政法人、民間企
業の研究所等に在籍す
る研究者が応募できる
もので、研究者が応募
しやすい研究資金であ
る。 
「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。 

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
である。 
新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。 
大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。 

4732
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20119

地上／衛星
共用携帯電
話システム技
術の研究 開
発

このまま
推進す
べき

デジタルデバイド対策
は高齢化が進む我が国
にとって生産性を上げ
ることができる施策であ
り、地上／衛星通信を
シームレスに接続する
本技術開発はデジタル
デバイド対策にとって重
要であり、是非すすめる
べきである。

山間部や都市のビル群
など我が国の地形的特
徴からデジタルデバイド
対策は衛星通信だけで
は不可能であり、地上
／衛星通信の周波数協
調制御技術の確立は非
常に重要である。デジタ
ルデバイド対策は早急
に行われるべきである。

私立大学は、建学の精
神に基づく多様な人材
育成や特色ある教育研
究の展開を担う 
など、我が国の高等教
育の質・量両面にわた
る発展に重要な役割を
果たしている。 
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4733

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24147

私立学校教
育研究装置
等施設整備
費補助

このまま
推進す
べき

私立大学における学術
研究活動の基盤となる
研究施設・装置の整備
により、 
学術研究の高度化を推
進し、我が国の学術研
究全体のすそ野を広げ
るため、今後もこのまま
推進すべき。

我が国の学術研究全体
のすそ野を広げ、学術
研究活動を促進するた
めには、大学生 
の約8割を担う私立大
学の学術研究活動の基
盤の整備を図ることが
重要である。 
私立大学の組織的な教
育研究の充実のための
取組を進め、我が国の
成長の土台とな 
る教育研究基盤の強化
することが重要である。
このためには私立学校
教育研究装置等施設整
備費補助が不可欠であ
ると考える。

4734

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動の最も根幹となる
競争的資金であり、予
算規模を拡充すべきで
ある。

創造的研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
である。

4735

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規 
模を拡充すべきである.

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制 
度である。 

4736
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27149

ゲノム創薬加
速化支援バ
イオ基盤技
術開発

このまま
推進す
べき

これまでの成果は、国
内の創薬研究に大きな
インパクトをもたらした
が、開発中のタンパク
質計算ソフトが真価を
発揮するのは、これか
らが勝負どころ。そのた
めに大事なのは、開発
の着実な継続。これに
よって、日進月歩の欧
米と戦っていくことが可
能になる。微生物を活
用した合成は、化学合
成の壁を破る大きな可
能性がある。

開発・公開されたソフト
を企業研究で使ったとこ
ろ、疾病関連タンパク質
の新規阻害剤の発見
や、酵素機能を高める
変異の発見で成果を上
げることができた。日本
発のソフトとしては例外
的な、「答え」まで出せ
る実戦的なソフト。ソフト
機能も、先取斬新（攻
め）、堅実（守り）、使い
易さに亘って充実。これ
までの実績から、今後
の発展を大いに期待し
ている。

今年度は、前回の事業
仕分けでの意見を参考
に企業向けの提供料値

バイオリソース事業と
は、研究者の要望にす
ぐに対応できるため、ま
た研究者の負担を軽く
するためにマウス等を
収集・保存しているもの
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4737

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

推進す
べきでは
ない

上げ、事業内での経費
節減等を行っている。そ
の結果、必要最低限の
人数で事業を実施して
いるが、外部機関から
の利用が増えているこ
とで、内部では時間・経
費等に余裕がなくなって
いる。これ以上予算が
削減されてしまうと時
間・経費等が不足してし
まい、外部機関からの
要望に一定の基準でし
か答えることができなく
なり、研究等に支障が
でてしまうことが考えら
れる。また、削減により
徹底した品質管理を維
持することが難しくなっ
てしまうため、これ以上
の予算削減には反対で
ある。

で、研究者からの利用
が増え、成果が出ること
で社会に還元されると
考えている。しかし、予
算がさらに削減されてし
まうと、企業以外の提供
料の値上げも考えざる
を得ず、最低限の予算
で研究を行なっている
大学機関等にとっては
大きな痛手となり、利用
が減ってしまう可能性
がある。それでは事業
の目的を十分に果たす
ことができなくなってし
まい、研究成果が一部
の機関でしか出なくなっ
てしまうことで日本の科
学技術が世界に遅れて
しまうことが予想される
ため、リソース事業には
大盤振る舞いができる
ぐらいが研究者にとって
も良いのではと思われ
る。

4738
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

BMIの研究開発がすす
むことで、現在の限定
的な活用から、医療・福
祉のみならず、一般社
会への拡大が見込まれ
ることから、今後も研究
開発の推進をすべきと
考える。

高齢者や障がい者の社
会参加拡大や労働力人
口の増加のみならず、
一般社会へ拡大するこ
とで、心身ともに豊かで
便利な生活を送れる恩
恵を、多くの人が享受
する可能性があると思
われるから。

4739

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の科学研究水準
を維持・発展させるため
に必須の制度である。

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者 
を支援する必要があ
る。 

4740

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

大学等の基盤経費が減
少している中で、個々人
の研究者が自分自身の
発想から仮説を立てて
検証していく研究を行う
ことが困難になってきて
いる。近い分野の研究
者による評価システム
のある科学研究費補助
金によって、できるだけ
多くの新しい発想による
研究のできる環境を維
持することは必須であ
る。
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4741

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人における
教育・研究活動の基盤
をなす施設整備は重要
である。

多くの国立大学の設備
は老朽化が進行してお
り、教育・研究活動の基
盤が揺らいでいるから。

4742

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24117
重粒子線を
用いたがん
治療研究

このまま
推進す
べき

重粒子線は治療成績も
よく、原理的にも他の正
常組織に与える放射線
の影響を少なく出来る
利点を持つ。このような
治療法の基礎研究を進
めることは重要であり、
推進すべきと考える。一
方、がんの治療そのも
のが、がんの種類によ
ってそのベストの治療
法を選ぶべきものであ
り、一番良くあった治療
法がそのケースでの最
良の方法となる。その
意味でBNCT（ホウ素中
性子捕獲治療）も原理
的に重粒子と同じく非
常に短い距離に大きな
線量を病巣に与えるこ
との出来る方式であり、
お互いに相補的であ
る。今後BNCT法などの
新しい方式も推進し、広
い選択肢を提供すべき
と考える。

BNCTは今まで原子炉
を使用して試験的に行
ってきた意味合いが強
い。その結果は、かなり
良い治療成果を上げて
いる。ところが原子炉は
規制の非常に強いもの
で、医療に用いるには
不都合なことも多い。最
近では大出力のプロト
ン加速器も安定に運転
できるようになってきて
おり、病院向きの加速
器ベースのBNCT治療
も可能と考える。勿論こ
の方式ではホウ素を如
何にがん細胞に集中さ
せるかが一つの大きな
課題となる。分散したが
ん細胞もこの方式では
細胞ごとに選択的に治
療できる有望な方式で
ある。重粒子線の推進
に合わせて相補的な
BNCT方式の推進も進
めるべきと考える。

4743
その
他

20～
29歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

科学研究についてより
推進すべきだと思う。

新成長戦略の「ライフイ
ノベーションによる健康
大国戦略」において重
要な事業だと考えられ
るから。国民生活・産
業・国家基盤のどれに
も外せない要素だと思
う。

4744

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

この原子核研究所は日
本の誇るべき世界一の
研究インフラであり、多
少多めに予算をつぎこ
んででも研究を推し進
めるべきである。世界
一である今、頑張らない
と他の国（欧州、米国）
に追いつかれるのは目
に見えている。 

原子核研究は日本が最
先端をいく科学技術の
うちのひとつであり、将
来の産業化を見据えた
うえでも重要な研究課
題である。たなぼたでエ
ネルギー・放射線廃棄
物問題に関与した研究
の推進も期待できるし、
数十年先を考えると力
を入れるべき分野であ
ると考える。

非常に健全、良好な制
度と思われる。最先端 現在、地方大学の科学
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4745

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24180
ナノテクノロ
ジーネットワ
ーク

このまま
推進す
べき

機器は一大学で所有可
能なものは少なく、全国
的な利用が望ましい。
また、そのような大学間
の交流から大きな発
見、進展があることもあ
り、学問的意義は高い。
さらに、産学官交流とい
う観点からは、中小企
業の中でも先端分野に
取り組んでいる会社で
は、分析測定の外部発
注が予算的に苦しいと
ころも多く、制度化され
たこのような機会は大
いに活用可能と思われ
る。

技術予算のひっ迫は深
刻であり、大阪では中
小企業が共同研究とし
て大学への測定、分析
を依頼することも多い
が、年々、予算面、人的
面で苦しい状況となって
いる。したがって、専門
性の高い分析におい
て、大型機器を要するも
のと、知的財産のような
資金を特に必要としな
いものに分化しうること
は、我が国全体の学
問、産業育成に大いに
役立つ。

4746

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24020
イノベーショ
ンシステム整
備事業

このまま
推進す
べき

大学の利点は日本中に
あり、地域と密接につな
がっていることである。
東京一極集中の民間企
業とは異なる点である。
大学の利点を最大限に
いかすために、地域の
大学へのサポートは欠
かせない。日本の場
合、地域により気候が
異なるので、農業や環
境などの分野で多様な
研究が推進できると期
待される。これらの多様
性は国際競争で勝ち抜
くための基盤になると考
えられる。

せっかく日本中に大学
が設置されているのだ
から、有効利用しない
手はない。地域のニー
ズにあった教育や研究
がなされると期待され
る。日本は世界に誇れ
るほど、多様な環境を
持つ。環境や農業分野
等で活躍できる人材を
日本中に派遣すること
により、日本発の特色
のある成果が期待でき
る。また、地域への波及
効果も認められることか
ら、昨今の地方の困窮
を改善する上でも必要
であると考える。

4747

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

農林
水産
省

26106

鳥インフルエ
ンザ、ＢＳＥ、
口蹄疫等の
効果的なリス
ク管理技術
の開発

このまま
推進す
べき

その都度起こった問題
に重点を置くのではな
く、今後いろいろな問題
に対応できる基礎研究
を継続するべきである。

今回、大きな問題となっ
たことを理由に口蹄疫
に研究費を偏って投入
するというような単純な
政策を繰り返していて
は、今後の畜産業全体
の発展は期待できない
と考えられる。次にBSE
が流行した時には、口
蹄疫の研究対策にばか
り重点を置いていたた
めに、十分対応できな
いということが起こりか
ねない。

4748

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

50～
59歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

若手研究者を育成する
ためにぜひ必要な事業
である。近年の博士就
職難の時代にますます
この事業の重要性は高
まっている。

研究者養成は我が国の
将来にとって必須であ
るため。
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等）

4749

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

取組要件のうち、「（１）
体系的なコースワーク、
研究指導等の有機的連
携による、一貫した学位
プログラムとしての博士
課程教育を構築」の解
釈について質問があり
ます。既存の博士後期
課程の複数研究科の複
数専攻による新コース
構築などのプログラム
も該当するか？それと
も、あらたに研究科を立
ち上げるということか？
前者も含んだ方がよい
と思います。

前者の方が、本プログ
ラムを有効に実施する
ことが可能であるから。

4750

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援 フ?
ロク?ラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

プログラムが支援対象
とするワークショップの
対象を拡大し、研究者
同士の交流だけでなく、
学部学生や大学院生向
けのサマースクール的
なものも推進するべき
だと考える。

国内の数学は世界と比
較しても高い水準にあ
るといえるが、こと本施
策が目標とする数学と
他分野の連携という点
では、研究者の質・量と
もに不足していると言わ
ざるを得ない。一つの
原因は、現在の理系学
部教育では学際的な話
題に目を向ける余裕が
なく、数学と他分野の交
流に興味を持つ若手が
育ちにくいということが
ある。海外では、通常の
カリキュラムに取り入れ
にくい学際的なテーマ
に関して、大学院生向
けのサマースクールを
一週間ほど行なったの
ちに、引き続き専門家を
中心としたワークショッ
プを行なうことで、若手
の育成と、研究者の交
流を同時に行なう試み
が良くみられる。このよ
うな試みを国内でも推
進するべきである。

4751 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

既に臨床で頻用されて
いる分子標的薬の有効
性から示唆される様に、
遺伝子多型を中心とし
たゲノム医科学研究事
業は、臨床に直結し、近
未来の医療の質を劇的
に改善させる可能性が
高い。患者の負担も減

いずれの疾患でも重
症・難治の患者さんは、
患者本人や家族の精神
的・肉体的負担が大き
い。同時に社会的にも
医療費を最も必要とす
る。そのような重症患者
の治療には、最大公約
数的な薬剤では不十分
であり、テーラーメイド
医療が必要となるが、
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設試
等）

り、結果的には医療経
済の負担軽減にもつな
がると考えられる。本事
業はぜひとも推進すべ
き。

今後いくつか出現しうる
薬剤の選択を効率よく
行うためには、薬剤応
答性や病態マーカーと
なる遺伝子多型の情報
基盤が必要である。

4752

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
である。

4753
その
他

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

 光通信産業は、日本
の基幹産業として最も
重要です。その光産業
に力を注ぐことこそ将来
的な雇用対策になると
思います。 
 依って、光通信産業の
研究開発を強力に推進
すべきであり、益々力を
入れるべき分野と考え
ます。 

 日本の光ファイバーサ
ービスは、世界のトップ
クラスです。 
 この地位を維持するこ
とは、日本の国際競争
力を考えたときに大変
重要なことだと思うから
です。 
 また、光通信産業は、
これからの２１世紀の日
本で最も成長が見込め
る最も重要なグリーンＩＴ
産業だからです。

4754
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発

このまま
推進す
べき

今後、日本が国際社会
で勝ち抜いていくために
は、これまで処理が難し
かった重質油の対応が
必須である。今までは、
中東から反応性のよい
原油のみを購入して対
応していたが、ぜひ今
後は重質原料にチャレ
ンジしてほしい。この関
連の施策を待ちわびて
いました。

この施策がうまくいけ
ば、エネルギーソース
の拡大につながるから
である。特に、時代の流
れが速い昨今、分析手
法を駆使して解決でき
れば、あらゆる分野で
の早期解決につなが
る。ぜひ、この思索を、
このまま推進していただ
きたい。

4755
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

本施策は優先的に実行
すべきである。 
昨年より実施されてい
るテーマであり、継続し
て政府主導で開発を推
進し、世界最先端の情
報通信技術およびエコ
技術の確立を図ってい
ただきたい。

高度な情報化社会がグ
ローバルに構築されて
いる世の中で、我が国
にとって情報通信技術
は競争力があり重要な
先端技術の一つであ
る。本施策である超高
速光エッジノード技術
は、昨年度オンボード
型100G光送受信機の
プロトタイプが完成して
おり、着実に開発が進
んでいる。情報ネットワ
ークの高速大容量化の
要求に伴い、高速化技
術確立の目的と合わせ
て、グリーンでエコな低
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消費電力化も同時に技
術確立を目指しており、
国際標準化においても
中心となって議論できる
大変重要な技術であ
る。

4756

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

この研究プロジェクトは
日本が世界に誇るプロ
ジェクトであり、このまま
推進していくべきだと思
う。 
運転維持費が少ないと
思うので、もっと増やし
た方がいいと思う。 
加速器自体のみではな
く研究環境のインフラも
もっと整備するべきであ
る。実験ホールとか。

基礎科学から産業応用
までの幅広い研究開発
を推進する上で重要な
インフラのうちの一つだ
から。運転費用が少な
いと、多くの研究プロジ
ェクトをこなせないと危
惧する。

4757

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学施設の老朽化は我
が国の将来を担う大学
生・大学院生の育成に
決定的に重要であり、
積極的な整備が必要で
ある。

我が国の将来は科学技
術の発展にかかってお
り、その基盤となる大学
の施設レベルアップは
ぜひ必要である。

4758

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24101
21世紀気候
変動予測革
新プログラム

このまま
推進す
べき

これからもぜひ推進す
べきだと思います。

本プログラムは、気候
科学の推進、さらに、
IPCCへの多大な貢献を
してきており、有効に機
能してきているから。

4759

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

秋になるとブタクサの花
粉症に悩まされていま
す。 
理研の研究成果は毎年
一定の前進が見られる
のではないかと思いま
すが、もう少し予算を配
分して基礎だけではなく
応用も積極的に進める
べくチームを拡充するな
どの措置を講じてみて
はいかがでしょうか?

スギ、ブタクサを含めて
の花粉症は当人の生活
だけではなく職場環境
においても能率の低下
は否めずこれを解決す
ることは重要であると思
います。 
理研免疫センターの研
究は基礎がしっかりして
いて専門性が高いと感
じますので、そういうとこ
ろの専門家の先生方に
予算を重点的に配分し
て研究を進めるのが効
率がいいと思います。

4760
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開 -最
先端宇宙科
学・技術と人
材育成をセッ

このまま
推進す
べき

日本が誇れる技術をア
ピールするのに格好の
舞台が宇宙開発だと思
っている。ぜひ推進して

宇宙探査は今認知度が
高まっているので国民
の理解を得やすいだろ

42



トにした新た
な海外展開
戦略- 【特別
枠該当施策】

もらいたい。 う。

4761
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

エネルギー消費等の現
在のネットワークが抱え
る問題を抜本的に解決
するには、技術開発は
将来に渡り必要であり、
日本が国際競争力を維
持するためにも重要な
社会基盤となると思わ
れるので、国際的にも
先端技術を維持・推進
するために推進すべき
と思います。

既存のJGN網における
多岐な研究報告は極め
て貴重で価値が高い成
果を残しており、JGN-X
網により更なる貴重な
成果を出してもらえるも
のと期待できるので。 

4762

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○ 基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する 
研究者が応募できるも
ので、研究者が応募し
やすい研究資金であ
る。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。

4763
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要。

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。

4764
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

本施策は優先的に実行
すべきである。 
昨年より実施されてい
るテーマであり、昨年の
成果を見ると競争力の
ある技術構築が期待で
きる。本年度も政府主
導で研究開発を推進し
ていただきたい。 

オール光システム構築
に必要な光バッファ機
能を有する光パケットス
イッチ技術、100Gbps集
積回路、光CDMA技術
で複数ユーザー上下双
方向10Gbpsデータ伝送
など、昨年の段階で国
際社会の中でリードで
きる情報通信技術が構
築されてきている。我が
国がリードして国際標
準化をおこなう事により
国内企業の技術発展に
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も弾みが付き経済効果
が大きい。合わせてオ
ール光システム構築は
グリーンでCO2削減に
不可欠な技術となる。

4765

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

ITER計画及び幅広いア
プローチ活動は国際的
及びEUとの合意に基づ
いて、進めている大きな
プロジェクトであり、核
融合研究を推進する中
核的な計画として、今後
も強力に推進すべきで
ある。建設段階として、
機器の製作、設計検討
が順調に進められてお
り、このまま推進させる
べきである。これらの活
動は世界の核融合研究
をリード、活躍する次の
世代の人材育成にも大
きく貢献している。

サテライト・トカマクの当
事者の一人であるが、
組織及び職員として、
国民の負託に応えるべ
く、日々、全力で取り組
んでいる。カウンターパ
ートナーであるEUの関
係者とも定期的な会合
を基本に連携を密にし
て、装置の建設、機器
の製作を進めているた
め、プロジェクトは順調
に進行している。

4766

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

Spring-8の様な世界最
先端の研究インフラは
世界最先端の産業を推
し進めていく上で必須で
あり、このまま推進して
いくべきだと思う。

基礎科学から産業応用
までの幅広い研究開発
を推進する上で重要な
インフラのうちの一つだ
から。

4767
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

組み換え等安全性をさ
らなる研究。

食物生産化になるよう
安全性を確立して頂き
たい

4768

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24134
戦略的創造
研究推進事
業

このまま
推進す
べき

世界の科学はビッグサ
イエンスへ流れている。
大きな予算を投入して、
誰よりも早く問題を解決
することが望まれてい
る。このような環境下
で、本施策は非常に有
効である。特に競争の
激しい、環境や農学、医
学分野への集中的な投
資をもっと増やすことは
有効である。研究費の
大幅な増額が望めない
状況で、本施策を進
め、最前線で奮闘する
研究者の大いなる助け
となる。

日本の科学研究費は大
型の予算が不足してい
る。本施策だけでも足り
ない。とにかく有望な分
野に大きな資金を投入
して、世界競争を乗り切
るべきである。特に、欧
米のみならず、新興国
までも、環境や農学、医
学分野へ莫大な投資を
行い、政府が完全にバ
ックアップしている状況
である。日本も資金的
なサポートをすべきと考
える。

4769

大学・
公的
研究
機関
（独

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
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法・公
設試
等）

る。 は必要である。 

4770
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

本施策は優先で実行す
べきである。 
昨年より実施されてい
るテーマであり、継続し
て政府主導で産学一体
となって新世代ネットワ
ーク基盤の構築を促進
していただきたい。 

ネットワーク技術の発展
は我が国の産業発展に
不可欠なインフラ技術
である。現有の通信ネッ
トワークでは近い将来
容量不足になることが
明確であり、オール光
化により高速化、安心
安全消費電力を目指し
た新世代ネットワーク基
盤技術に関する本研究
開発は、国際競争力の
ある技術であり、エコ技
術としても注目できる。
政府主導の研究開発プ
ロジェクトとして最優先
で推進すべきである。

4771

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24102
気候変動適
応戦略イニシ
アチブ

このまま
推進す
べき

これからもぜひ推進す
べきだと思います。

本プログラムは、特に
DIASが、IPCCおよび
CMIPのデータセンター
の一翼を担うことによ
り、世界への多大な貢
献をすることが期待でき
から。

4772

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国の将来を担う大学の
教育・研究環境の整備
は、着実に推進すべき
である。台頭しつつある
東アジアの国々に対し
て、我が国の優位性を
保つことが重要である。

すでに中国・韓国にも我
が国の大学より施設面
で優れた大学が出つつ
ある。このままでは、両
国にも遅れをとることに
なる。

4773
その
他

20～
29歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

早く花粉症のワクチンを
作ってほしい。

自分も含めて花粉症に
悩まされている人は多
いと思う。ワクチンが開
発されて、花粉症の時
期を快適に過ごせるよ
うになったらQOLがかな
り向上すると思う。そう
いう研究は、有意義だと
思う。

4774
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎研究を行う大学、
独立行政法人、民間企
業の研究所等に在籍す
る研究者が応募できる
もので、研究者が応募
しやすい研究資金であ
る。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。

他分野の研究者と勉
強、共同研究をおこなう
良い機会となった。トッ
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4775

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本施策の目的はすばら
しく、継続に賛同する。
副作用についても考え
るべき。お金を投入す
べき箇所を精査し、過
度の内向思考を改める
ように導くこと、およびポ
スドクの出口戦略を考
慮して欲しい。

プレベルの研究者の話
を聞く機会が増え、刺激
になる。また、海外で見
られるように、優秀な博
士課程学生、博士取得
研究員に給料を出すこ
とは良い。現在高名な
教授で、過去無給で研
究していた方を知ってい
るが、そのような状態が
良いとは思えない。一
方で、分野にもよるが、
いたずらに給料を出し
ていると、(1)海外で研
究しようという志向が減
り（挑戦的思考を持つ
人材、バラエティーに富
んだ人材が減り）、(2)ポ
スドクの就職問題を引
き起こすなどの問題が
起きると思う。

4776

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24130

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、オミック
ス基盤研究）

このまま
推進す
べき

現在、もっとも進展の激
しい基盤研究分野であ
り、わが国としてこの基
盤研究事業を精力的に
進めてゆく必要がある。
次世代シーケンサーの
出現が口火となったこ
の分野の発展は、世界
中で激しい競争が繰り
広げられており、これに
乗り遅れることがあって
はならない。これが、ひ
いては日本の生物科学
の底上げにつながって
ゆくものと期待できる。

次世代シーケンサーの
今後の更なる発展によ
り、ヒト個人のオミックス
データを数百円から１万
円程度で網羅解析でき
る時代が、すぐそこに来
る。これにより、健康・医
療に革新がおきること
が想定されるが、それ
を待っての研究では世
界に取り残される。今か
ら、着々と準備し、世界
をリードしてゆく必要が
あることは明確である。

4777
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

本施策は優先で実行す
べきである。 
テストベット構築は、多く
の研究者が最先端の研
究に利用でき、技術者
が集結することにより情
報交換、ディスカッショ
ンができ、更なる技術の
発展に繋がる。政府が
一体的推進をおこなっ
ていただきたい。 

様々な新世代ネットワ
ーク技術が提案されて
いる中、政府主導で世
界に先立ってプロトタイ
プの実証実験の環境を
整えるというこの施策は
必要であり、多くの研究
者が望んでいる環境で
ある。実験環境、実験
設備のインフラを揃え、
自由な発想で研究開発
に集中できるテストベッ
ト構築を望む。また、技
術研究にも弾みがつ
き、その結果、我が国
が情報通信技術の標準
化について主導権を持
てることは、かなりの経
済効果がある。

「若手研究（A）・（B）」
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4778
その
他

～19
歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制度
である。

4779

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

脳科学はある程度基礎
研究が進み以前にくら
べ進歩のスピードは遅く
なっているがこれまでの
研究成果が基礎研究中
心であったのが、今後
は研究成果を応用し社
会に還元する段階に達
している。その意味で社
会に貢献する脳科学の
実現を目指す本研究プ
ロジェクトはまさに時勢
をとらえたものであり、
推進すべきである。

本研究プロジェクトには
これまで我が国の脳科
学の研究を推進してき
た主要な脳科学者が多
く本研究を推進すれば
停滞気味の脳科学の研
究が発展し、脳科学の
さまざまな分野への応
用がなされ、IT革命によ
ってさまざまな分野でイ
ノベーションが起こった
ように脳科学の応用に
よって医療、教育分野
が発展し、また３D映画
のような脳科学を応用
した新たな技術が開発
され、日本の経済発展
にもつながると考える。

4780
民間
企業

40～
49歳

厚生
労働
省

25104

難病・がん等
の疾患分野
の医療の実
用化研究の
一部（臨床研
究関連研究
分野）

このまま
推進す
べき

１．厳しい状況の方が
三大療法に代わる治療
法を国費で開発するこ
とを早急に進めてほし
い 
２．三大療法で行き詰ま
ると、いわゆる代替療
法などの効果のはっき
りしない、場合によって
は健康上の危害を及ぼ
すような療法に追いや
ることにもなる。こういう
ことを避けるためにも、
早急にワクチンの治療
の評価を国策として、消
費者保護の見地からも
国費を投入して取り組
むべきである。

生きている限りは希望
の持てる治療法が必要
である。

4781
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業（仮
称）

このまま
推進す
べき

これまでに作成されたラ
イフサイエンスデータベ
ースには多くの有用な
データが含まれている。
維持・管理し、国内の科
学技術の発展のために
活用すべきである。そ
のためには、データベ
ースの統合推進が必要
である。

有用なデータベースで
あっても、維持費用が
捻出できなければ存在
をアピールされることも
なく、放置され、活用さ
れることがない。これら
のデータが活用されな
いのは、国家にとって大
きな損失である。

大学・
公的
研究

脳は人流に残された際
簿のフロンテイアの一
つと言われ、また、現代
社会を生きる上での、こ
ころの問題や精神疾
患、さらには高齢化など

本施策は社会に貢献す
る脳科学の推進を目指
しており、現在の最重要
課題に絞って、明確で
具体的な目標設定が行
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4782

機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

脳研究の推進に大きな
期待がかかる。本施策
はのような、明確な目標
を掲げた脳研究は、社
会のニーズに合致して
おり、一般国民の期待
も極めて大きいと考えら
れる。

われており、大きな成果
が期待できる。こころや
精神の健康面のみなら
ず、新産業の創出につ
ながる可能性も大きい
ので、ぜひ推進すべき
である。

4783

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24109

（独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「地球環境
変動研究」

このまま
推進す
べき

これからもぜひ推進す
べきだと思います。

本プログラムは、気候
科学の推進、さらに、
IPCCへの多大な貢献を
してきており、有効に機
能してきているから。

4784

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

国内での高エネルギー
加速器実験として、高エ
ネルギー研究機構にお
けるBファクトリー加速
器の高度化による新し
い物理法則の探求を、
高い優先度で推進する
べきだと思う。

高エネルギー加速器研
究機構におけるKEKB
加速器は世界一のビー
ム強度を誇り、小林・益
川両氏のノーベル賞受
賞を導いた。この加速
器をさらに高度化するこ
とにより、新しい物理法
則の発見・解明が期待
され、大きな成果が見
込まれる。またJ-PARC
の加速器と同様、国内
における世界レベルの
加速器実験推進は、日
本の科学技術推進のた
めに重要である。

4785
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。

4786
その
他

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

 光通信産業は、日本
の基幹産業として最も
重要です。 
 光通信産業こそこれ
からの日本の成長産業
です。 
 以上のことから、光通
信産業の研究開発を強
力に推進すべきであり、
ますます国として力を入
れるべき分野だと考え
ます。

 日本の光ファイバーサ
ービスは、世界のトップ
クラスです。 
 この地位を維持するこ
とは、日本の国際競争
力を考えますと大変重
要なことです。 
 光通信産業はこれか
らの２１世紀の日本で
最も成長が見込める最
も重要なグリーンＩＴ産
業だからです。

本プログラムはグロー
バル化した世界環境の
中で「国境のない感染

このプロジェクトに参加
し,中国拠点において研
究活動を行っているが
ゼロからのスタートとな
った中国拠点は,ようや
く相手国から認知されこ
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4787

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

症」への対策として、日
本を中心とした感染症
ネットワークを作成し,情
報の共有,人材育成を
目的としてスタートした
プログラムであり第1期
5年間でようやくそのイ
ンフラが整い始めた状
態である。日本のイニシ
アティブは対応各国か
ら評価を受けているが,
このネットワークが成熟
しその機能を発揮する
には継続的サポートが
必要である。特に人材
育成には相当の期間が
必要であり,途中での打
ち切り,予算の削減は今
までの投資を無駄にす
るものであるだけでなく,
国際社会での日本の信
用を失墜させるもので
ある。

れから機能を発揮しよう
という段階である。昨年
の仕分けの混乱で,新規
人材募集にも支障をき
たし優秀な人材の継続
的育成に大きなブレー
キとなった。諸外国に対
して日本の取り組みが
将来的展望にたった方
針の定まった施策であ
ることを示し、意欲ある
若者が腰を落ち着けて
このプログラムに取り組
めるような体制を築くべ
きである。昨年指摘され
た感染研との協調も省
庁の枠組みを超えたシ
ステムの見直しを図る
べきである。私自身感
染研の出身であるが,人
員削減,公務員身分の
締め付けなどのため感
染研職員が海外多数地
域で活動するには数多
くの制限があることを再
認識すべきである。

4788

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24105
先端的低炭
素化技術開
発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

持続性社会の構築は必
ずしも低炭素である必
要でなく、持続性社会
の構築には排ガスとし
て放出された二酸化炭
素を自然エネルギー（あ
るいは電気エネルギ
ー）を用いて有機物（た
とえばメタノール）に還
元し、エネルギーが必
要な場所と時間に、必
要量のエネルギーを供
給（海洋を超えて）しうる
反応系を作ることが最
も理にかなっていると思
われる。 
貯蔵、輸送面のみなら
ず、酸化反応に白金を
用いる水素をエネルギ
ーの基本物質とするよ
りは、二酸化炭素とメタ
ノール間の６電子酸化
還元反応による可逆的
物質変換こそ、持続性
社会の構築には大きな
可能性を秘めていると
思われる。

生体系では二酸化炭素
を還元することで化学エ
ネルギー（炭素ー水素、
炭素ー酸素、炭素ー炭
素結合）を生成させ、そ
れらの物質を酸素呼吸
により酸化（代謝）する
際に発生する自由エネ
ルギーで、生命活動に
必要な全てのエネルギ
ーを獲得している。 
 これまで化学エネルギ
ーを積極的に利用する
エネルギー変換反応は
水素を除いて、ほとんど
行われていないが、二
酸化炭素とメタノール間
の６電子酸化還元反応
こそ、自然エネルギー
の固定、貯蔵、輸送に
引き続いた他のエネル
ギー形体への変換に最
も相応しい反応系であ
る。

4789
その
他

60歳
～ 文部

科学

24124
植物科学研
究事業 このまま

推進す

必要とされている分野
の予算の縮小は逆に日
本にとってマイナスにな

遺伝子組み換え植物の
安全性の確認などの分
野は国民の安全のため
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省 べき るのではないでしょう
か？

にとても大事な分野だと
思います。

4790
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24113

（独）宇宙航
空研究開発
機構「地球観
測衛星網の
構築」

このまま
推進す
べき

気候変動をいち早く捉
える基本的な事業であ
り、世界で排出削減をリ
ードする日本としては削
ってはならない事業で
ある。

宇宙科学技術はその裾
野が広く応用範囲も広
い。 
ＮＡＳＡの例を見るまで
もなく様々な問題、課題
の解決や日本の技術を
高める源泉になることも
あわせて述べさせてい
ただく。

4791
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27024
高効率水素
製造等技術
開発

このまま
推進す
べき

２０１５年（平成２７年）
からの燃料電池自動車
の普及開始のために、
水素インフラを先行配
備する必要があると考
えられています。 
この中で燃料電池自動
車用の水素として、製
油所で製造される水素
を高純度化して、水素
ステーションまで輸送し
て燃料電池自動車用燃
料として供給することが
考えられます。製油所
の水素は水素供給源と
して非常に重要であり、
また、高純度水素を低
コストで精製できる技術
を開発することも重要と
考えられています。 

燃料電池自動車用の水
素燃料を製油所の水素
で供給するために 
水素を有効に、効率的
に処理できる膜を利用
した分離・精製プロセス
を開発し、高純度水素
精製プロセスを平成２５
年(２０１３年）までに開
発することが、２０１５年
からの燃料電池自動車
の普及開始のためには
きわめて重要であると
考えられます。 

4792

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24113

（独）宇宙航
空研究開発
機構「地球観
測衛星網の
構築」

このまま
推進す
べき

これからもぜひ推進す
べきだと思います。な
お、説明文で「CPR」と
いう言葉が使われてい
るが、最初にその説明
を追記したほうがいい
（ＰＤＦの詳細版でも説
明が出てくるのは、最後
の方）。

本プログラムは、気候
科学に関わる衛星観測
で実績のあるチームに
よって推進されてきてお
り、着実な成果が期待
できるから。

4793
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24191
第26号科学
衛星
（ASTRO-H）

このまま
推進す
べき

Ｘ線天文学で世界と協
調して観測システムを
構築していくことは大切
でその一端を日本もに
なっている。是非とも継
続をお願いしたい。

宇宙科学技術はその裾
野が広く応用範囲も広
い。 
ＮＡＳＡの例を見るまで
もなく様々な問題、課題
の解決や日本の技術を
高める源泉になることも
あわせて述べさせてい
ただく。

4794
官公
庁

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎研究を行う大学、
独立行政法人、民間企
業の研究所等に在籍す
る研究者が応募できる
もので、研究者が応募
しやすい研究資金であ

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。
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る。

4795

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

この補助金制度は日本
の科学研究全般の生命
線であり、今後の定常
的な増額を提言します。
削減は即、科学技術の
後退を意味します。日
本が将来的に世界で生
き抜いていくには、この
補助金を手厚いものに
しないといけません。若
手の萌芽的な研究か
ら、大きなプロジェクトま
で幅広いものをカバー
していますが、もっと予
算を増やして採択され
る研究課題を増やして
ほしいです。

この補助金は研究者が
研究を進めていく上で
の命綱であり、この補助
金無くして研究を進めて
いくのは、研究内容によ
ってはいまや不可能に
なっています。そういっ
た研究内容は、日本が
世界をリードする事が
容易であるパターンが
稀では無く、推進してい
くべきだと思います。

4796

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は学
術的な研究をする上で
必要不可欠な存在とな
っておりこのまま推進，
もしくはさらなる拡充を
した上で推進をして欲し
いと思います．

大学運営費補助金が減
額され続け，研究基盤
経費では事実上全く研
究ができない状況にお
いて，科学研究費補助
金は最後の命綱となっ
ています．基礎科学に
おける地道な研究には
研究基盤経費にて充分
な手当がされることが
理想とは思いますが，
現状ではせめて科学研
究費補助金だけでも維
持，拡充されなければ
大学での教育，研究は
回復不可能な状態にな
ると危惧しています．

4797

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24152

スーパーサイ
エンスハイス
クール支援
事業

このまま
推進す
べき

本事業は、支援する範
囲を拡大してほしい。

理系の大学への進学を
目指している高校生に
とって、大学に進学する
前に研究する機会を得
ることが出来る。

4798
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

 光通信産業は、日本
の成長産業であり、この
研究開発を継続的に実
施することが、将来的な
雇用対策につながると
思います。 
 また、そのことを通し
て、技術立国日本を証
明することにもなると思
います。 
 したがって、光通信産
業は、我国にとって最も
力を入れるべき重要な

 世界のトップレベルに
ある我国の光ファイバ
ーサービスが、今後も
国際競争に打ち勝ち、
今の地位を確保するた
めに重要だと思いま
す。
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分野だと考えます。 

4799

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

このまま
推進す
べき

国際的にみても水産物
の消費大国である日本
が海洋生物資源の管
理、増産技術を開発す
ることは、食の安全保
障の観点からも我が国
の重要な責務であると
考える。特にわが国で
の需要が極めて大きい
クロマグロを中心とした
マグロ類の増殖・養殖
技術は従来の経験則の
積み上げ型の技術開発
では限界があり、環境
にやさしい持続的増産
技術の構築は困難であ
ると考える。今まさに、
サイエンスベースの新
たな技術開発の推進が
必要である。 

近年、地球規模で水産
資源が減少しており、大
西洋クロマグロに関す
るモナコ提案や、メキシ
コ湾での原油流出に伴
う海産生物の減耗のニ
ュースは記憶に新しい。
実際に大西洋北部のク
ロマグロ集団や、日本
がほぼすべてを消費し
ているミナミマグロは、
すでにレッドデータブッ
クに絶滅危惧種としてリ
ストされている。言うま
でもなく未来永劫、野生
の絶滅危惧種を日本が
大量に消費できるとは
考えづらく、これらの魚
種の養殖のみならず、
資源管理や種苗放流を
科学的に行い、天然資
源を保護することも水産
消費大国日本の使命で
ある。 

4800
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24171
基幹ロケット
高度化

このまま
推進す
べき

基幹ロケットＨ２Ａをより
発展させ他国に負けな
い安定した衛星打ち上
げ体制をつくるためにも
大切なこと。そして科学
する青少年を育成する
ことが国の将来を明るく
するので先行投資でも
あると考え推進していた
だきたい。

宇宙科学技術はその裾
野が広く応用範囲も広
い。 
ＮＡＳＡの例を見るまで
もなく様々な問題、課題
の解決や日本の技術を
高める源泉になることも
あわせて述べさせてい
ただく。
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